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本書は、大田市男女共同参画推進条例 

第１４条に基づく年次報告書です。 
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Ⅰ 令和４年度実施の推進状況 

 

だれもが住みやすく、安心して暮らすことができる“人権尊重のまちづく

り”を推進していくためには、これまでの社会の仕組みや慣行にとらわれる

ことなく、男女が互いの人権を尊重しながら責任を分かち合い、性別に関わ

りなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現を目

指して取り組むことが重要です。「第２次大田市男女共同参画計画」最終年

度となる令和４年度は、男女共同参画を推進していくために、家庭・地域・

職場・教育現場のあらゆる場面・分野での取り組みの充実を図りました。  

 

基本目標Ⅰ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の形成  

 

大田市では、公益財団法人しまね女性センターやサンレディー大田（公益

財団法人大田市体育・公園・文化事業団）との共催で講演会やセミナーを開

催し、啓発活動に取り組みました。男女共同参画をテーマとした市独自の講

演会を計画していましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により開催

中止となりました。そのほか、広報やホームページなどを活用し、情報提供

及び啓発活動を行いました。  

 

    幼児教育では、子ども一人ひとりの性差や個人差に配慮しながら、固定

的な性別による意識をうえつけることがないよう努めました。お互いに尊

重する心を育てることを目標とし、それぞれの思いを素直に表現し、受け

とめ、受け入れられるような温かい集団づくりに取り組みました。  

    

学校教育では、男女平等の視点に加え、違いを認め合い、全ての児童生徒

の人権が尊重されているかという視点で教育活動を行いました。また、全

校縦割り班や異学年での活動時間を設け、児童生徒の良好な人間関係の確

立について指導を行ってきました。そのほか、PTA 活動や生活改善週間を

通して、家族や家庭の大切さ、家庭生活における自分の役割について考え、

家庭や地域との連携に努めました。  

 

 教職員は、研修会の充実を図り、教職員同士で意見を交わすことで、一

人ひとりが当事者意識を持って仕事や指導に取り組むことができました。

また、校内研修を行い、性別役割分担意識にとらわれず一人ひとりの個性

や能力が伸ばせる環境づくりを推進しました。学校だよりや保健室だより

の紙面やホームページを活用し、保護者への啓発・情報提供を行いました。 

 

    社会教育においては、関係機関が連携して研修会を開催しました。家庭、

地域、職場、教育現場の連携は課題を共有するためにも効果的であり、今

後も男女共同参画の視点を重視した学習機会や研修の場の提供に計画的、

継続的に努めます。  
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基本目標Ⅱ 男性も女性もあらゆる分野で活躍できる社会の実現  

 

 当市の各種審議会等における女性の割合については、『令和２年度までに

40％以上、女性委員のいない審議会等も「皆無」となるように努める』と計

画に掲げています。令和４年４月１日現在の女性委員の割合は 33.5％で、

徐々に増加していますが、目標とする 40％には届いていません。引き続き、

審議会等の新設や委員改選の際には女性の登用について積極的な働きかけ

を行います。  

 

 女性の人材育成については、（公財）しまね女性センターやサンレディー

大田との共催で男女共同参画に関する講演会などを実施しました。中高生

地域活動グループの支援を行い、長期的な視野からも、女性リーダーの養成

に取り組みました。  

 

妊娠・出産等に関する健康支援では、令和５年２月より経済的支援と一体

的に伴走型支援を行う「出産・子育て応援事業」を実施し、関係機関と連携

を図り、切れ目のない支援を継続して行いました。  

 

子育て世代に向けた支援の充実として、保育所における「延長保育」や幼

稚園の「預かり保育」などの実施、「放課後児童クラブ」への支援など、男

女ともに子育てと仕事を両立できるよう、きめ細かな子育て支援サービス

の提供に努めます。  

 

 職場環境の整備については、大田市役所では新特定事業主行動計画に基

づき、仕事と家庭の両立がしやすい職場づくりを進めました。上司からの働

きかけや取得者からの情報発信を行うことで、男性職員の配偶者出産休暇

や育児休業の取得率は増加しており、男性の育児参加への理解が進みまし

た。  

また、石見大田公共職業安定所と共催して「公正採用選考推進セミナー」

を開催し、雇用の平等や職場におけるハラスメントについて啓発活動に努

めました。  

 

防災分野では、防災会議における女性の割合が 44.1％と全国平均 10.3％

を大きく上回りました。今後も関係機関と連携して、女性の視点を取り入れ

た防災対応の体制強化に努める必要があります。  

 

 介護保険の分野では、男女ともに参加してもらえるような高齢者通いの

場事業や介護予防教室を実施し、高齢者の交流機会や心身機能の維持向上

を図るとともに、スタッフの生きがいづくりにつなげることができました。

また、介護職場の魅力を発信するため、子育てと両立しながら働くかたの声

をケーブルテレビや YouTube で発信しました。  
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基本目標Ⅲ 個人の尊厳の確立  

 

 男女が互いを尊重しながら男女共同参画社会を形成するために解決すべ

き課題として、男女間におけるあらゆる暴力の根絶があります。暴力を断じ

て許さないという社会規範の醸成を図るため、広報紙などを活用した情報

発信、人権意識を高めるための研修や啓発機会を継続的に提供します。  

 ＤＶやデートＤＶ、児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待など家庭生活に

おける暴力の問題について、関係部署や関係機関との連携協力を図り、問題

の早期発見・早期対応に努め、被害者支援の充実を図るとともに、ＤＶは人

間としての尊厳を傷つける重大な人権侵害であることを周知するため、あ

らゆる機会をとらえて人権教育及び啓発活動を進めていかなくてはなりま

せん。  

 大田市では、「大田市女性・児童・高齢者に対する暴力・虐待対策庁内連

絡会」を開催し、庁内の連絡体制の強化に努めました。また、「女性に対す

る暴力をなくす運動」「女性の人権ホットライン」期間を中心に、ポスター

の掲示やチラシの配布により啓発・広報活動に取り組みました。  

 

小・中学校では、思春期・赤ちゃんふれあい交流学習などを通して、自身

や他者の命の大切さに気づき、どのように成長していきたいかを考える機

会を持つことができました。また、教職員は、各種ハラスメント・性の多様

性、外国にルーツのある児童・保護者の支援等についての研修の開催により、

人権意識の向上を図りました。  

 

人権を考える市民のつどいでは、さまざまな人権課題について意識啓発

を図りました。そのほか、毎月の広報紙や大田市ホームページなどを活用し

て人権意識の高揚を図りました。  

 

基本目標Ⅳ 国際的視野に立った男女共同参画の推進  

 

 世界遺産「石見銀山遺跡」の情報発信にあわせて、ユネスコの精神である

「平和と人権尊重」の理解・認識の促進についての取り組みを継続的に行い

ます。  

地域では、小学生や教職員向けの多文化研修や、ビジネスパーソン層向け

の韓国文化体験講座を開催し、異文化についての正しい理解を深めました。 

 また学校現場では、日本語教室のボランティアグループと連携を図り、日

本語指導が必要な児童が安心して学校生活を送るための体制づくりに努め

ました。  

 

 今後は、令和５年３月に策定した「第３次大田市男女共同参画計画」に沿

って、各種機関、市民の皆さんへ積極的に働きかけを行いながら、職場、家

庭、地域、教育現場のあらゆる場面・分野で男女共同参画を推進していきま

す。  



 

 

 

 

 

 
 Ⅱ 令和４年度 具体的施策の実施状況 
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基本目標Ⅰ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の形成 

 

重点目標１ 地域における慣行の見直しと意識の改革 

 

１） 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し 

具体的施策：男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直しと対応策の検討 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■大田市男女共同参画推進委員会の開催 

・令和2年度及び令和３年度大田市男女共同

参画年次報告、令和 3年度事業実施報告、

令和 4 年度事業実施計画、第 3 次大田市

男女共同参画計画等について協議した。

（実施日：9/22，11/25） 

 

●各委員より意見や質問、要望が出さ

れ、今後の取組について見直す良い機

会となった。 

●第 3次大田市男女共同参画計画（令和

5年度～令和 9年度）を策定すること

ができた。 

★協議の中で指摘された意見を今後の

取組に生かすように努める。 

 

 

人権推進課 

■大田市男女共同参画推進本部会議の開催 

・実績なし 

  

人権推進課 

■定期的な市民意識調査の実施 

・実績なし 

  

人権推進課 

 

２） 男女共同参画社会に向けた意識の改革 

具体的施策：広報等を活用した意識啓発 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■広報やホームページ等を活用した情報提

供 

・毎月の広報紙において、人権推進課からの

人権意識啓発用ページ「きずな」を確保し

た。 

 

・おおだふれあい会館や男女共同参画センタ

ーあすてらす等の各種催し物を、適時広報

紙やホームページ等を活用し情報提供に

努めた。 

 

 

 

・ホームページや広報紙を活用し、関連する

イベント等について情報提供を行った。 

 

 

 

●毎月広報紙の中に人権に関わるペー

ジを確保することで、市民の方に継続

して読んでもらえることが出来た。 

 

●人権に関わる各種催し物を様々な媒

体を通じて提供することで、より市民

の目に触れることが出来た。 

★両取り組みとも継続し実施していく

ことで、より市民への意識啓発への効

果が期待される。 

 

●関連するイベント等について、様々な

媒体を活用して周知できた。 

★一人ひとりの身近な問題として捉え

てもらえるよう、啓発活動の工夫と充

実が必要。 

 

 

 

 

政策企画課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権推進課 
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具体的施策：市職員の意識啓発 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■市職員を対象とした研修会の開催 

・新規採用職員人権・同和問題研修会へ新規

採用職員１６名を受講させた。 

・全職員研修を開催した。 

 

 

 

 

●毎年度、繰り返し研修会を実施するこ

とで、職員の人権に関する意識の醸成

を図ることができた。 

★人権に関する職員意識の啓発に向け、

研修会等を継続的に実施していく。 

 

 

人事課 

人権推進課 

 

 

 

具体的施策：地域における意識啓発 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■「サンレディー大田」・「あすてらす」と連

携し、講演会やセミナーを開催 

・しまね女性センター主催「あすてらすフェ

スティバル 2022」（6/11）を共催(延べ

参加者 500人) 

 ①映画上映会「ビリーブ～未来への大逆

転」 

 ②講演会「今こそ考えたい、『ジェンダー平

等』～男女格差の解消がしまねを救う」講

師：白河桃子さん 

・しまね女性センター主催「DVに関する県

民公開講座」（12/6）共催(大田会場参加者

30人) 

 オンライン講演会「支配される家族たち～

DVによる女性と子どもの心への影響～」

講師：加茂登志子さん 

・しまね女性センター主催「女性のための終

活セミナー」（1/14）を共催（延べ参加者

62人） 

 ①講演「やさしく学べる相続・遺言セミナ

ー」講師：香取亜希さん 

 ②映画「お終活～熟春！人生、百年時代の

過ごし方」 

・しまね女性センター主催「あすてらす国際

ウィーク」（3/4～3/18）共催(延べ参加

300人) 

 ①講演会「女性議員はなぜ増えない？どう

増やす？～諸外国の取組から学ぶ政治分

野における男女共同参画～」講師：申琪榮

さん 

 ②記念映画上映「82 年生まれ、キム・ジ

ョン」 

 ③ポスター展「叫ぶ芸術～ポスターに見る

世界の女たち～」 

・サンレディーフェスタ記念講演会（2/25

～2/26）（延べ参加者 2,718人） 

 講演会「強く生きるためのヒント～野々村

友紀子が伝えたい 人生で大切なこと～」

 

 

●関係機関と協力、連携してイベントや

講演会を開催することができた。 

●男女共同参画の実現に向け、意識の向

上を図ることができた。 

★引き続き、関係機関や団体、サポータ

ーと連携して啓発活動に取り組む。 

★あらゆる場面、媒体を活用し、積極的

な啓発活動、情報発信に努める。 

★市独自の研修会なども開催できるよ

う努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権推進課 
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講師：野々村友紀子さん 

・市独自の講演会を計画していたが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、開催中

止となった。 

 

・男女共同参画の講演会や講習会が開催され

た。 

 

 

 

 

 

●講演会を通じて、男女が共に助け合う

社会構築に向けた意識づけにつなぐ

ことができた。 

★講座等の内容がマンネリ化しないよ

う、定期的に内容の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

産業企画課 

■まちづくりセンター等において人権・同和

教育研修会、親学講座等の開催 

・12会場、15回開催、延 3８９人参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・親学講座を開催することで、保護者に子

育ての捉え直しの機会を提供した。                            

・家庭教育支援のための親学講座 

7回開催 125人参加 

 

 

●男女共同参画をテーマにした研修会

はなかったが、人権に関わる様々なテ

ーマ（外国人、障がい者、新型コロナ

ウイルス感染症における人権等）で研

修会を開催し、改めて人権や差別に対

して考えるきっかけとなった。 

●各会場とも、新型コロナウイルス感染

症対策や参加者を増やすための配慮・

工夫がなされていた。 

★引き続き継続実施するとともに、市全

域での取組が必要である。 

 

●親学講座を通じて保護者同士の交流

や子育てへの思いを共有することに

よって、保護者同士のつながりや子育

てに対する気づきを促すことができ

た。 

★継続実施することで効果の定着を図

る。 

★講座内容について、開催希望団体との

綿密な打合せにより、既存のプログラ

ムに縛られない柔軟なプログラムを

提供していく。 

 

 

まちづくり定

住課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３） 男女平等に関する教育・学習の推進 

具体的施策：幼児期における男女平等に関する教育の推進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■男女共同参画の視点に立った幼児期の教

育・保育の充実 

・保育所保育指針に基づき、子ども一人ひと

りの性差や個人差に配慮しながら、固定的

な性別による意識をうえつけることがな

いように保育を行った。 

 

 

 

 

●保育指針の第１章（総則）1．保育所

保育に関する基本原則（2）保育の目

標において「（ウ）人との関わりの中

で、人に対する愛情と信頼感、そして

人権を大切にする心を育てるととも

に、自主、自立及び協調の態度を養い、

 

 

子ども保育課 
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・幼児期に入ると少しずつ男女の違いから遊

びの傾向や、色、図柄の好み等に違いが出

てくるため、男女別の捉え方でなく、個々

の思いを素直に出し、それを受けとめ、受

け入れられるような温かい集団づくりを

心掛けた。また、保護者にも折に触れ、啓

発に努めた。 

 

道徳性の芽生えを培うこと」と示され

ており、互いに尊重する心を育てるこ

とが保育の目標となっている。 

★固定観念にとらわれず個人を大切に

する心を育てる保育や教育に、引き続

き取り組む必要がある。 

 

●園生活の様々な場面において、男女の

こだわりなく一人ひとりを互いに尊

重する意識が持てるようになってい

る。 

★生活における男女の慣例は、園児に対

する指導や保護者への啓発を通して、

今後も少しずつ改善を図っていくこ

とが必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育部総務課 

具体的施策：学校教育における男女平等に関する教育の推進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■人権の尊重についての教育の推進 

・人権尊重に基づく学校・学級経営の目標を

掲げ、年間計画を立て指導を行った。 

・人権にかかわる道徳等の授業を実施した。 

・生徒会が中心となった人権集会、外部講師

を招いた講演会、PTA研修会等（オンライ

ンを含む）を実施。 

・新型コロナウイルス感染症対策を講じなが

ら、全校縦割り班や異学年での活動の時間

を作り、共に触れ合うことで児童生徒相互

の人間関係づくりを行った。 

・職員、児童生徒ともに子どもの名前を「○

○さん」と呼び合うようにして、一人ひと

りを大切にしようとする気持ちを育てた。 

・各学級で「いいことみつけ」をして、互い

の良さを認め合う雰囲気づくりに努めた。 

・人権標語を作成し意識向上を図った。 

・性の多様性に関する研修を積極的に行っ

た。 

 

●全校児童生徒で活動することで、課題

の共有化を図ることができ、人に対し

ての接し方や心の持ち方を共通認識

する場となった。 

●法律に基づいて、人権が保障されてい

ることの意義を確認することができ

た。 

●男女の別だけでなくそれぞれを認め

合い、尊重し合うことの大切さについ

て、理解を深めることができた。 

●繰り返し活動することで人権意識が

向上し、人権に対し真剣に考える雰囲

気が醸成された。 

●児童生徒だけでなく、教職員、保護者、

地域の方々の理解を深めることがで

きた。 

★男女平等の視点だけでなく、違いを認

め合い、全ての児童生徒の人権が尊重

されているかという視点で教育活動

を行うことが必要。 

★児童生徒、教職員、保護者、地域の方々

が一緒に学ぶ機会を継続して設定す

る。 

★個人差もあり、一過性のものではな

く、発達段階に応じた継続的な人権教

育が必要であるため、小・中学校が連

携し情報交換などを行うことが必要。 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■男女平等、男女相互理解についての教育の

推進 

・男女平等の理念に基づく学校・学級経営を

 

 

●個人の良さを活かしながら、互いに理

 

 

学校教育課 
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行うとともに、保健や道徳をはじめ、様々

な教科や行事を通して、互いに助け合うこ

との大切さを指導した。 

・学校行事や活動において、性別に関係なく

役割分担を行った。 

・男女共同参画社会について、人権集会の中

で、男女平等な社会を目指して、継続的に

指導を行った。 

解しあい、男女が仲良く助け合って活

動できる場面が多くみられた。 

●教職員間においても男女平等、男女相

互理解についての理解が深まった。 

★性や命の大切さに関する学習は、男女

平等に関する教育の推進同様に重要

な事柄であるため、今後も継続した

い。 

★学年を超えて、常に男女仲良く、取組

ができるように、今後も良好な人間関

係づくりを目指す活動を継続する必

要がある。 

★年齢や発達段階に応じた対応が必要。 

★性の多様性を理解し、互いを認め合う

ことが重要。 

 

 

 

 

 

 

■家族や家庭生活の大切さについての教育

の推進 

・家庭科、生活科等の授業などの学習におい

て、生命尊重、家族愛、家庭生活で家族が

助け合うことの大切さなどを学習した。 

・親子ふれあい活動などのＰＴＡ活動等を通

して、家族の思い、家庭の大切さの意識啓

発を行った。 

・ノーメディア習慣や朝食を食べる習慣を定

着させ、家庭生活の大切さを理解するため

に、定期的に生活改善週間を設け、児童・

生徒の家庭生活の実態把握を行うと同時

に、啓発活動を行った。 

 

 

●家庭生活を省みて、家族の一員である

ことを自覚し、家族や家庭の大切さ、

家庭生活における自分の役割につい

て、児童生徒の意識を啓発することが

できた。 

●地域の諸行事に家族で多数参加して

いるケースがある。その結果、保護者

や地域の方の理解につながった。 

●アンケートを実施した結果、メディア

接触時間の減少や朝食を摂取する率

の向上に繋がったケースもあった。 

★児童生徒が家族や家庭生活の大切さ

を考える機会となっている。 

★メディアや朝食などについては、望ま

しい生活習慣が身につくよう、継続し

て啓発活動を行っていく必要がある。 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的施策：教職員・保護者への啓発活動 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■教職員の資質の向上を図るための研修の

実施及び参加の促進 

・各園において、個々に人権擁護のためのセ

ルフチェックリスト“「子どもを尊重する

保育」のために”を実施し、保育の振り返

りを実施している。 

 

 

 

 

・広報誌等の回覧など最新の情報を得られる

ようにし、研修会、講演会に積極的に参加

した。 

 

 

●継続して保育の振り返りを行うこと

により、人権に配慮した保育を行える

ようになってきた。 

★個人や各園単位での反省や評価は出

来ているが、新型コロナウイルス感染

症の影響で、全員で集合しての研修を

行うことが難しい状況が続いている。 

 

●職員会等で個人で参加した研修内容

を報告したり、児童・生徒の様子につ

いて話し合ったりなどの機会を通じ

 

 

子ども保育課 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 



9 

 

・男女平等の理念に基づき、学校経営・学級

経営に努めた。 

・校内研修会においてハラスメントに関する

内容を取り扱う際には、セクハラ事例を取

り扱い、教職員の人権意識を高めた。 

・校内研修において、ジェンダーにとらわれ

ず、児童生徒を指導することについて共通

認識を図った。 

 

 

 

て、意識を高めることができた。 

●教職員同士で意見を交わし、一人ひと

りが当事者意識をもって、仕事や指導

に取り組むことができた。 

●男女平等の精神を尊重した教育活動

の実施ができた。 

●気になる発言について、教職員間で互

いに注意し合える機運が高まった。 

★今後も、研修会等に生徒、教職員、保

護者が参加できるように配慮してい

く必要がある。 

★研修会等に参加できない教職員に対

する周知、報告を引き続き行ってい

く。 

 

■学校だより、学級通信などを活用した情報

提供 

・学校だより、学級だより、保健室だより等

の紙面やホームページを活用して、保護者

への啓発、情報提供を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

●学校、園での取組を保護者に伝えるこ

とができた。 

●授業公開や研修会に対する保護者の

参加意欲を高めるために効果があっ

た。 

★情報は発信できたが、一方通行になり

がちであるため、保護者や地域の方の

感想や意見を受け止め、活かすことが

必要。 

★取組をより的確に伝えられるような

提供方法や紙面の工夫が必要。 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

■まちづくりセンター・学校・保護者等と連

携し、人権・同和教育研修会、親学講座等の

開催 【再掲】 

・新型コロナウイルス感染拡大等の状況に

より、各種学校での教職員や保護者向け

の啓発事業の中止が相次ぐなか、大田ま

ちづくりセンターで行った人権研修に幼

児から小学生までの親子の参加で実施で

きた。 

 

 

 

 

 

 

・人権集会を市内の小中学校や高校に周知

し、来校を促した。 

・まちづくりセンターとは常に連携を持

ち、人権や親学に関わる行事への参加に

ついて、教職員や保護者へ連絡し参加を

促した。 

・周辺の学校、まちづくりセンターや PTA

 

 

 

●男女共同参画をテーマにした研修会

はなかったが、人権に関わる様々なテ

ーマ（外国人、障がい者、新型コロナ

ウイルス感染症における人権等）で研

修会を開催し、改めて人権や差別に対

して考えるきっかけとなった。 

●地域住民だけではなく、今年は学校か

ら児童や教職員の参加があり良かっ

た。 

★このような取組を全域に広げていく

必要がある。 

 

●地域の方に学校の取組を知ってもら

うことができた。 

●学校外の方々と交流することは、学び

を深めることに効果的であった。 

●児童生徒と家族がともに人権につい

て考えることで、保護者への啓発につ

ながった。 

 

 

 

まちづくり定

住課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 
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と連携し、人権研修を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・親学講座を開催することで、保護者に子

育ての捉え直しの機会を提供した。                            

・家庭教育支援のための親学講座 

7回開催 125人参加 

●地域、保護者と連携することで課題を

共有することができた。 

★ＰＴＡや地域の方と協力して、継続的

な取組をする必要がある。 

★まちづくりセンターなどと定期的に

連携を図っていく。 

★活動がマンネリ化しないように、児童

生徒、保護者、学校等のアイデアを活

用し、実態に合った活動を計画する必

要がある。 

 

●親学講座を通じて保護者同士の交流

や子育てへの思いを共有することに

よって、保護者同士のつながりや子育

てに対する気づきを促すことができ

た。 

★継続実施することで効果の定着を図

る。 

★講座内容について、開催希望団体との

綿密な打合せにより、既存のプログラ

ムに縛られない柔軟なプログラムを

提供していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的施策：社会教育の推進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■人権・同和問題研修会の開催 

・人権を考える市民のつどい（全５回）開催 

 

 

 

 

■まちづくりセンター等において人権・同和

教育研修会、親学講座等の開催【再掲】 

・12会場、1５回開催、延３８９人参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・親学講座を開催することで、保護者に子

育ての捉え直しの機会を提供した。                            

・家庭教育支援のための親学講座 

7回開催 125人参加 

 

 

●様々な人権課題について考える場を

提供することができた。 

★毎年継続して実施することで、人権啓

発の推進を図る。 

 

 

 

●男女共同参画をテーマにした研修会

はなかったが、人権に関わる様々なテ

ーマ（外国人、障がい者、新型コロナ

ウイルス感染症における人権等）で研

修会を開催し、改めて人権や差別に対

して考えるきっかけとなった。 

●各会場とも、新型コロナウイルス感染

症対策や参加者を増やすための配慮・

工夫がなされていた。 

★引き続き継続実施するとともに、市全

域での取組が必要である。 

 

●親学講座を通じて保護者同士の交流

や子育てへの思いを共有することに

よって、保護者同士のつながりや子育

てに対する気づきを促すことができ

た。 

 

人権推進課 

 

 

 

 

 

 

まちづくり定

住課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 
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 ★継続実施することで効果の定着を図

る。 

★講座内容について、開催希望団体との

綿密な打合せにより、既存のプログラ

ムに縛られない柔軟なプログラムを

提供していく。 
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基本目標Ⅱ 男性も女性もあらゆる分野で活躍できる社会の実現 

 

重点目標２ 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進 

 

１） 政策・方針決定過程への参画推進 

具体的施策：市の審議会等への女性委員の参画推進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■市の審議会等への女性委員の参画率向上

に関する取組み 

女性の参画率 2020年度：40％以上 

・各課へ各種審議会等における女性の参画状

況調べを実施。 

各種審議会等への女性の参画率（R4.4.1） 

33.5％（前年 29.6％） 

 

 

 

 

 

 

●前年より 3.9ポイント増加。 

●審議会における女性の参画状況を調査

することにより、各課において委員等の

選任にあたって女性登用の動機付けを

図った。 

★他市の取組も参考にしながら、女性委員

等の登用について継続的に働きかけを

行う。 

 

 

 

 

人権推進課 

関係各課 

 

 

 

 

 

 

■女性委員「ゼロ」を脱却する取組み 

・各課に対し、各種審議会等における女性委

員登用について文書で依頼を行った。 

・女性の参画がゼロの審議会等の数

（R4.4.1） ５審議会 

 

 

 

 

●女性委員等の積極的な登用について各

課へ依頼することにより、選任の際の動

機付けを図った。 

★他市の取組も参考にしながら、女性員等

の登用について継続的に働きかけを行

う。 

 

 

人権推進課 

関係各課 

 

 

 

 

具体的施策：市の外郭団体等への女性の積極的な参画推進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■市の外郭団体等の長への女性の登用の働

きかけ 

・実績なし。 

 

 

★他市町村の実施状況など、情報収集を行

い、実施について検討する。 

 

 

 

人権推進課 

関係各課 

■女性議会等の開催による「政策・方針決定

の場」への参画推進 

・実績なし。 

 

 

 

★他市町村の実施状況など、情報収集を行

う。 

 

 

 

人権推進課 

関係各課 

具体的施策：女性職員登用等の促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■女性職員の政策提言制度の実施、各種研修

の充実 

・実施なし。 

 

 

 

★女性職員が研修会へ参加する仕組みを

検討する。 

★女性職員の政策立案への参画の拡大に

 

 

人事課 
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向け、さらなる政策形成能力の向上や意

識醸成に向けた研修等の充実が必要。 

■意欲と能力に応じた適材適所の人員配置 

・女性職員の昇任 

（令和４年４月１日付定期人事異動） 

 １．女性職員数   1５７名 

 ２．昇任総数      １４名 

（課長級３名、課長補佐級４名、係長級７名） 

３．役職ごとの人数 

（令和 4年４月１日現在） 

  部長級   １名   課長級  ５名   

課長補佐級 18名  係長級 4３名 

 

 

●係長級以上の役職に占める女性職員の

割合は年々増加しており、女性職員の政

策立案への参画を推進する。 

★部長、課長級の役職への女性職員の登用

を進めている。 

★政策形成能力のさらなる向上や意識醸

成に向けた研修等への参加を促し、より

一層、女性職員の政策立案への参画に取

り組む。 

 

 

人事課 

 

２） 各種機関、団体、企業等への女性の参画の促進 

具体的施策：地域における女性の参画の促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■PTA 会長、自治会長などへの女性の参画

についての啓発 

・実施なし 

 

 

 

・各課に対し、各種審議会等における女性委

員の登用について文書で依頼を行った。 

 

 

 

 

・ＰＴＡ会長または副会長に、女性が選出さ

れるような仕組みづくりを行っている。 

・ＰＴＡ規約や投げかけにより、PTA 役員を

男女の別なく担当してもらっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会教育委員 7人 

（うち女性 3人 全体の 42.9%）  

・スポーツ審議会委員 10人 

（うち女性 4 人 全体の 40.0%） 

 

 

★自治会ごとで任期、改選時期、役員の選

考方法が異なり、それぞれの自治会に対

して啓発は難しい。 

 

●女性委員等の積極的な登用について各

課へ依頼することにより、選任の際の動

機付けを図った。 

★女性委員等の登用について継続的に働

きかけを行う。 

 

●毎年、女性の方にも役員を引き受けても

らっているため、ＰＴＡ活動への女性の

参加が促進され、男女比のバランスが良

くなっている。 

●女性の意見がＰＴＡの運営に反映され

ている。 

★男女共同参画の意識が高くなり、互いの

意見が尊重されるように配慮する雰囲

気が醸成されている。 

★今後も男女の隔たりのない活動を継続

させたい。 

★市PTA会長は女性が担当している（R5

年度）。PTA 活動においては、母親の参

加が多く、女性が積極的に関わってい

る。 

 

●委員選任の際の動機付けとなった。 

★各種審議会へ委員選定の際には、目標

40%を念頭に置きながら選定すること

とし、各種分野での女性委員の参画を図

 

 

総務部総務

課 

 

 

人権推進課 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 
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・スポーツ推進委員 20人 

（うち女性 9人 全体の 45.0%） 

・図書館協議会委員 8人 

（うち女性 4人 全体の 50.0%） 

 

る。 

★一方で、委員は各団体の役職（あて職）

で選任されるケースが多いので選定に

限界がある。 

具体的施策：企業、団体等への女性の参画の促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■企業や団体等への女性の参画についての

啓発 

・実績なし 

 

 

・石見大田公共職業安定所との共催により

「公正採用選考推進セミナー」を開催。 

（8/2３開催）参加企業：2４社（２５名） 

 

 

 

・実施なし。 

 

・実績なし。 

 

 

★意識醸成に繋がる啓発活動（ポスター掲

示、チラシ等の配布）を行っていきたい。 

 

●セミナーにおいて女性参画に関連する

制度の周知を図り、啓発活動に取り組ん

だ。 

★引き続き啓発活動に取り組み、意識の向

上を図る。 

 

★企業訪問の際等に啓発を行いたい。 

 

 

 

 

総務部総務

課 

 

人権推進課 

 

 

 

 

 

産業企画課 

 

社会教育課 

 

３） 女性の人材育成 

具体的施策：地域リーダーの育成 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■「サンレディー大田」・「あすてらす」と連

携し、講演会やセミナーを開催 【再掲】 

・しまね女性センター主催「あすてらすフェ

スティバル 2022」（6/11）共催(延べ参

加者 500人) 

 ①映画上映会「ビリーブ～未来への大逆

転」 

 ②講演会「今こそ考えたい、『ジェンダー平

等』～男女格差の解消がしまねを救う」講

師：白河桃子さん 

・しまね女性センター主催「DVに関する県

民公開講座」（12/6）共催(大田会場参加者

30人) 

 オンライン講演会「支配される家族たち～

DVによる女性と子どもの心への影響～」

講師：加茂登志子さん 

・しまね女性センター主催「女性のための終

活セミナー」（1/14）を共催（延べ参加者

62人） 

 ①講演「やさしく学べる相続・遺言セミナ

ー」講師：香取亜希さん 

 ②映画「お終活～熟春！人生、百年時代の

過ごし方」 

 

 

●関係機関と協力、連携してイベントや講

演会を開催することができた。 

●男女共同参画の実現に向け、意識の向上

を図ることができた。 

★引き続き、関係機関や団体、サポーター

と連携して啓発活動に取り組む。 

★あらゆる場面や媒体を活用し、積極的な

啓発活動、情報発信に努める。 

★市独自の研修会なども開催できるよう

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権推進課 
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・しまね女性センター主催「あすてらす国際

ウィーク」（3/4～3/18）共催(延べ参加

300人) 

 ①講演会「女性議員はなぜ増えない？どう

増やす？～諸外国の取組から学ぶ政治分

野における男女共同参画～」講師：申琪榮

さん 

 ②記念映画上映「82 年生まれ、キム・ジ

ョン」 

 ③ポスター展「叫ぶ芸術～ポスターに見る

世界の女たち～」 

・サンレディーフェスタ記念講演会（2/25

～2/26）（延べ参加者 2,718人） 

 講演会「強く生きるためのヒント～野々村

友紀子が伝えたい 人生で大切なこと～」

講師：野々村友紀子さん 

・市独自の講演会を計画していたが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、開催中

止となった。） 

 

・男女共同参画の講演会や講習会が開催さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●講演会を通じ、男女が共に助け合う社会

構築に向けた、意識付けにつなぐことが

できた。 

★講座等の内容がマンネリ化しないよう、

定期的に内容の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業企画課 

■まちづくりセンター等の事業を通して、ま

ちづくりを担う人材育成の促進 

・まちづくり研修会（リーダー研修会を含む）

を実施（2 回、延べ 90人参加あり） 

・「社会教育におけるひとづくりをまちづく

りセンターへ」「自主防災組織とコミュニ

ティ」のテーマで実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中高生地域活動グループの支援 

 

 

●地域づくりを行ううえで、一人ひとりの

人権が性別にかかわらず尊重され、個々

の個性と能力を十分に発揮できる男女

共同参画社会の実現は必要不可欠であ

る。 

●研修会をとおして、一人ひとりの住民の

個性や特技がまちづくりに活かされ、各

種団体と連携・共創しながらまちづくり

を進めることの大切さを再認識するき

っかけとなった。 

★昨年度に引き続き、多くの事業が新型コ

ロナウイルス感染症の影響で中止され

るなか、このまちづくり・リーダー研修

会は予定どおり実施することができた。 

★今後も、創意工夫をしながら、一人でも

多くの地域住民等が地域づくりや人権

について考えるきっかけとなる機会を

提供していくことが必要である。 

 

●地域の様々な団体からイベント・行事へ

の参加依頼があり、中高生自身に企画を

考えてもらうことで地域に愛着を持ち、

 

 

まちづくり

定住課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 
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主体的に地域に関わろうとする人材が

育成されている。 

★継続実施することで効果の定着を図る。 

 

具体的施策：女性の社会参画促進のための情報提供 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■女性の人材育成に関わる各種学習会、研修

会の開催の周知 

・女性人材のキャリアアップ講座や女性管理

職の研修会について、チラシの掲示を行っ

た。 

 

・しまね女性センター主催「女性のスキルア

ップセミナースキルアップ編」（8/25，

9/15，10/4）共催 

 研修会「職場での影響力を高める！」講師：

杉本美晴さん、岡田東詩子さん、大澤貴子

さん 

・しまね女性センター主催「女性のスキルア

ップセミナーレベルアップ編」（12/7）共

催 

 研修会「私らしいリーダーシップ発見＆部

下・チーム・自分自身を成長させるコミュ

ニケーション」講師：柴田朋子さん 

・チラシの設置、ポスターの掲示などにより

広く周知を図った。 

 

 

 

●意識啓発につながったと見込まれる。 

★周知の方法の検討を行う。 

 

 

●職員だけでなく、市民に向けて情報提供

や案内を行った。 

★周知の手法などを工夫し、広く市民に向

けて情報提供を行う。 

★市独自の学習会や研修会なども開催で

きるよう努める。 

 

 

産業企画課 

 

 

 

人権推進課 

具体的施策：人材育成のための支援の充実 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■資格等の取得に係る助成制度の実施 

・助成制度廃止 

 

 

 

 

産業企画課 

 

重点目標３ 職場・家庭・地域活動における男女共同参画の推進 

 

１）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の理解促進と定着 

具体的施策：固定的な性別役割分担意識の払拭のための啓発促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■「男女共同参画サポーター」と連携した啓

発活動・情報発信 

・実績なし 

 

 

★サポーターや関係団体との連携を強化

し、積極的な啓発活動に取り組む。 

 

 

 

人権推進課 

■「サンレディー大田」・「あすてらす」と連

携し、講演会やセミナーを開催 【再掲】 

・しまね女性センター主催「あすてらすフェ

 

 

●関係機関と協力、連携してイベントや講

 

 

人権推進課 
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スティバル 2022」（6/11）共催(延べ参

加者 500人) 

 ①映画上映会「ビリーブ～未来への大逆

転」 

 ②講演会「今こそ考えたい、『ジェンダー平

等』～男女格差の解消がしまねを救う」講

師：白河桃子さん 

・しまね女性センター主催「DVに関する県

民公開講座」（12/6）共催(大田会場参加者

30人) 

 オンライン講演会「支配される家族たち～

DVによる女性と子どもの心への影響～」

講師：加茂登志子さん 

・しまね女性センター主催「女性のための終

活セミナー」（1/14）を共催（延べ参加者

62人） 

 ①講演「やさしく学べる相続・遺言セミナ

ー」講師：香取亜希さん 

 ②映画「お終活～熟春！人生、百年時代の

過ごし方」 

・しまね女性センター主催あすてらす国際ウ

ィーク（3/4～3/18）共催(延べ参加 300

人) 

 ①講演会「女性議員はなぜ増えない？どう

増やす？～諸外国の取組から学ぶ政治分

野における男女共同参画～」講師：申琪榮

さん 

 ②記念映画上映「82 年生まれ、キム・ジ

ョン」 

 ③ポスター展「叫ぶ芸術～ポスターに見る

世界の女たち～」 

・サンレディーフェスタ記念講演会（2/25

～2/26）（延べ参加者 2,718人） 

 講演会「強く生きるためのヒント～野々村

友紀子が伝えたい 人生で大切なこと～」

講師：野々村友紀子さん 

・市独自の講演会を計画していたが、新型

コロナウイルス感染症の影響により、開

催中止となった。 

 

・男女共同参画の講演会や講習会が開催さ

れた。 

演会を開催することができた。 

●男女共同参画の実現に向け、意識の向上

を図ることができた。 

★引き続き、関係機関や団体、サポーター

と連携して啓発活動に取り組む。 

★あらゆる場面や媒体を活用し、積極的な

啓発活動、情報発信に努める。 

★市独自の研修会なども開催できるよう

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●講演会を通じて男女が共に助け合う社

会構築に向けた意識づけにつなぐこと

ができた。 

★講習会の内容の拡充を図り、多方面から

の啓発につなげたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業企画課 

 

■まちづくりセンター等において人権・同和

教育講演会、親学講座等の開催 【再掲】 

・1２会場、1５回開催、延 3８９人参加 

 

 

 

 

●男女共同参画をテーマにした研修会は

なかったが、人権に関わる様々なテーマ

（外国人、障がい者、新型コロナウイル

 

 

まちづくり

定住課 

 



18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・親学講座を開催することで、保護者に子

育ての捉え直しの機会を提供した。                            

・家庭教育支援のための親学講座  

7回開催 125人参加 

ス感染症における人権等）で研修会を開

催し、改めて人権や差別に対して考える

きっかけとなった。 

●各会場とも、新型コロナウイルス感染症

対策や参加者を増やすための配慮・工夫

がなされていた。 

★引き続き継続実施するとともに、市全域

での取組が必要である。 

 

●親学講座を通じて保護者同士の交流や

子育てへの思いを共有することによっ

て、保護者同士のつながりや子育てに対

する気づきを促すことができた。。 

★継続実施することで効果の定着を図る。 

★講座内容について、開催希望団体との綿

密な打合せにより、既存のプログラムに

縛られない柔軟なプログラムを提供し

ていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 

具体的施策：家庭生活や地域活動における男女共同参画の推進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■まちづくりセンター等において人権・同和

教育講演会、親学講座等の開催 【再掲】 

・1２会場、1５回開催、延３８９人参加  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・親学講座を開催することで、保護者に子

育ての捉え直しの機会を提供した。 

・家庭教育支援のための親学講座 

7回開催 125人参加                     

 

 

●男女共同参画をテーマにした研修会は

なかったが、人権に関わる様々なテーマ

（外国人、障がい者、新型コロナウイル

ス感染症における人権等）で研修会を開

催し、改めて人権や差別に対して考える

きっかけとなった。 

●各会場とも、新型コロナウイルス感染症

対策や参加者を増やすための配慮・工夫

がなされていた。 

★引き続き継続実施するとともに、市全域

での取組が必要である。 

 

●親学講座を通じて保護者同士の交流や

子育てへの思いを共有することによっ

て、保護者同士のつながりや子育てに対

する気づきを促すことができた。。 

★継続実施することで効果の定着を図る。 

★講座内容について、開催希望団体との綿

密な打合せにより、既存のプログラムに

縛られない柔軟なプログラムを提供し

ていく。 

 

 

 

まちづくり

定住課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 

■「男女共同参画サポーター」と連携した啓

発活動・情報発信 【再掲】 

・実績なし 

  

 

 

 

★サポーターや関係団体との連携を強化

し、積極的な啓発活動に取り組む。 

 

 

人権推進課 
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具体的施策：子育て支援の充実 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■男性の育児休暇取得に向けた取組み 

・次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推

進法に基づく特定事業主行動計画を統合

し、新特定事業主行動計画を策定した。 

・令和４年度実績 

男性職員の配偶者出産休暇取得率： 

50.0％ 

 男性職員の育児休業取得率：28.6％ 

 男性職員の育児参加休暇取得率：14.3％ 

 

・育児休業に関する法制度についての説明

会・相談会のチラシを窓口に掲示し、周知

を行った。 

 

 

●育児休業など休暇を取得しやすい職場

づくりにむけ、制度の周知、上司からの

働きかけや取得者からの情報発信を行

ったことで男性職員の育児休業取得者

が増加した。 

★今後も継続的な発信が必要。 

 

 

 

●意識啓発につながったと見込まれる。 

★周知の方法の検討を行う。 

 

人事課 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業企画課 

■保育所における延長保育、病児・病後児保

育等の特別保育事業の実施 

・多様な保育サービスの提供に努めた。 

・保育園における特別保育事業の実施。 

延長保育（11ヶ所）、一時保育（16ヶ所）、

休日保育（１ヶ所）、病児・病後児保育（体

調不良児対応型 5ヶ所・病後児対応型１ヶ

所） 

 

 

●利用件数 

延長保育 2,604件 

一時保育 438 件 休日保育 163 件 

病児（体調不良児対応型）243 件 病

後児 24件 

●サービスの実施により、男女ともに働き

やすい環境の形成に一定の効果があっ

た。 

★延長保育の時間が園ごとに違うなど実

施内容には差があるが、今後も充実に努

めていくことが必要。 

 

 

 

子ども保育

課 

■放課後児童クラブ・ファミリーサポートセ

ンター事業の実施 

・放課後児童クラブ 

市内放課後児童クラブ数 14ヶ所 

・地域子育て支援センター事業 

 育児不安等に対する相談指導、子育てサー

クル等への支援、子育て情報の提供など、

子育て家庭に対する育児支援を市内３ヶ

所で実施。 

・ファミリーサポートセンター事業 

 委託先：社会福祉法人大田保育センター 

 

 

●利用者数（いずれも年間延べ数） 

・放課後児童クラブ 4,947人 

・大田子育て支援センター2,169 人 

・仁摩子育て支援センター215人 

・温泉津子育て支援センター31人 

・ファミリーサポートセンター事業 317    

人 

★放課後児童クラブのニーズは高く、引き

続き放課後の適切な遊び場や生活の場

の提供に努めていきたい。 

★子育て支援センターでは、在宅の子育て

親子に対する子育て相談や育児支援、育

児サークル育成を行っており、新型コロ

ナウイルス感染症の影響はあるものの

利用頻度も高い。保護者交流、情報交換

の場ともなっている。 

★ファミリーサポートセンター事業は、新

型コロナウイルス感染症の影響がある

 

 

子ども保育

課 
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ものの微増となっている。保育園・放課

後児童クラブでは対応困難な支援への

対応がこの事業で可能であり、引き続き

実施する必要性がある。 

 

■幼稚園における「預かり保育」、「保育後の

園庭開放」の実施 

・預かり保育では、教育時間後も家庭の事情

により緊急的または一時的に保育を必要

とする園児等を対象に実施。 

 年間利用者：延べ 591人 

 

 

●保護者の就労体系の多様化、家庭環境の

変化に伴う保育時間の延長に対する需

要に対応。 

★今後も継続する。 

 

 

 

教育部総務

課 

 

■放課後子ども教室の実施 

・市内校区単位で放課後子ども教室を実施し

た。（４か所 ５教室） 

 

 

 

 

●地域の実情を踏まえながら実施した。地

域の協力もあり、放課後対策として有効

である。 

★子どもの減少と子ども教室スタッフの

確保の問題から教室数が減少傾向にあ

る。 

 

 

社会教育課 

■ひとり親家庭への援助体制の強化 

・母子父子相談員 1名配置。 

 ひとり親家庭の様々な相談（就労支援、経

済的な相談など）に対応するため、母子父

子自立支援員を１名配置している。 

 

・小中学校における就学援助事業を実施。 

 

 

 

●年間相談件数 381件。 

★相談範囲が年々広がっているが、今後も

継続して人員を配置する。 

 

 

●就学援助事業により保護者の経済負担

を軽減。 

★今後も継続する。 

 

 

子ども保育

課 

 

 

 

教育部総務

課 

■妊産婦面接、乳幼児相談、乳幼児健診、予

防接種、離乳食教室等の実施 

・妊娠届出時の妊婦面接、新生児訪問を年間

通して全数実施した。 

・乳幼児相談、乳幼児健診、妊婦乳幼児家庭

訪問、予防接種、離乳食教室等を継続して

定期実施した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大時期には一

時的に事業を中止したが、感染予防に留意

しできる限り事業を実施した。 

 

 

●支援の必要な妊産婦の早期支援につな

がった。 

●乳幼児相談は新型コロナウイルス感染

症の影響で利用者が少ない時期もあっ

たが、新生児の全数訪問により、参加者

が増加し、気軽に相談できる場として周

知されつつある。 

●乳児健診で声かけをすることで、離乳食

教室、育児教室への利用にもつながり、

育児不安の軽減や子育ての孤立化防止

をはかることができた。 

★乳幼児相談、育児教室、離乳食教室の周

知を実施し、相談しやすい体制を継続し

ていく。 

 

 

 

子ども家庭

支援課 

■母子保健推進員による妊婦支援の充実 

・母子保健推進員による妊婦支援、こんにち

は赤ちゃん訪問事業による家庭訪問、地域

 

●母子保健推進員研修会を通じて、育児不

安の軽減に関する研修を実施し、妊産婦

 

子ども家庭

支援課 
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での育児サークルの開催。感染症予防に留

意し事業を行った。 

・地域で子育てをする中で、身近な相談窓口

として支援を継続して実施。 

に対する支援のスキルアップを行った。 

★妊婦への面談件数は就労妊婦も多く減

少している。 

★妊娠中は就労している妊婦が多く、母子

保健推進員と連絡がとれないことがあ

るが、妊娠中からの関わりが重要であり

支援を継続する。 

 

■不妊・不育症治療費等の助成制度の実施 

対  象：大田市内に住所を有する夫婦 

助成対象及び助成額： 

①不妊症治療費…保険適用の治療費に対し、

上限 15万円/年 

②不育症治療費…治療費に対し、上限 5万円

/一治療期間 

 

●申請者 20人（新規申請 10人、継続申

請 10人） 

●年度内の妊娠届出は申請者数のうち

13件 

★不妊治療の保険適用に伴い、一般不妊治

療に加え、生殖補助医療も助成対象に加

えた。また不育症治療に対しての助成も

開始し制度を拡大した。 

★妊娠、出産を望む夫婦に助成事業につい

ての情報が届くよう、助成事業の住民周

知及び医療機関周知を継続する。 

 

 

子ども家庭

支援課 

■子育ての不安軽減等のための相談支援体

制の充実 

・産後の早期支援に繋げるため、妊娠後期に

妊婦の心身の健康状態、心配事の把握等を

行う「妊娠期からの支援強化」を実施。 

・支援が必要なケースについては、妊娠期か

ら関係機関と随時情報共有しながら支援

を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●R4 年 2 月から子ども家庭総合支援拠

点を立ち上げ、児童虐待等に係る専門的

な相談対応や継続的な支援、関係機関

（医療・福祉・教育等）との横断的な連

携を図る体制となった。 

●相談内容に応じた関係機関へのつなぎ、

対応、個別ケース会議等を実施した。 

●産前・産後の育児不安・負担の軽減を図

ることができた。 

★母子健康包括支援センターと子ども家

庭総合支援拠点では双方に相談窓口が

あり、切れ目のない相談体制を整えてい

る。 

★引き続き、育児不安や虐待防止等の早期

発見・早期対応の充実を図って行く必要

がある。 

 

 

 

子ども家庭

支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■結婚から子育てまで切れ目なく相談でき

る窓口の設置 

・妊娠届出時面接より、支援が必要なケース

を把握し関係機関と随時情報共有しなが

ら支援を実施した。 

・母子健康包括支援センター「おおだっこ」

にて、切れ目ない支援を実施した。 

・R5年 2月からは経済的支援と一体的に伴

走型相談支援を行う「出産・子育て応援事

業」を実施した。 

 

 

●妊娠届出時より子育てガイドを用い、妊

娠中から産前・産後のサービスについて

丁寧に説明を行うことで、不安の軽減に

繋がった。 

●支援プランが必要なケースについては、

関係機関と連携を図ることで、妊娠早期

からの支援が実施できている。 

●専用相談室「おおだっこ」にて相談対応

 

 

子ども家庭

支援課 
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・R元年 10月 1日から結婚支援相談員を配

置。結婚を望む独身男女の出会いの場（イ

ベント 2回）や、マッチング（無料相談会

12回）の支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

することで、庁舎内でも相談しやすい体

制をとることができた。 

★支援が必要なケースが増加しており、関

係機関との切れ目のない支援を継続す

る必要がある。 

 

●大田はぴこ会による無料結婚相談会の

開催支援やチラシ等の配付を行ったほ

か、まちづくりセンターとはぴこ会を繋

げて出張無料結婚相談会を実施するな

ど、出会いの場の創出に取り組めた。 

★婚活イベントの集客が難しい状況であ

る。 

★参加者の確保や、はぴこ・しまコの登録

を促すための周知が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくり

定住課 

 

具体的施策：介護サービスの充実 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■介護保険制度やサービスの周知 

・介護保険制度の概要については、あったか

いね介護保険、介護保険サービスマップ、

高齢者べんり帳など紙媒体を活用し周知

を行った。 

・介護サービス維持・向上事業などの各種制

度については、ホームページや広報紙、音

声告知放送、ケーブルテレビ放送などを活

用し周知を図った。 

・介護職場の魅力を発信する事業では、子育

てと両立しながら働くかたの生の声をケ

ーブルテレビや YouTube で発信した。 

 

 

●市民に対して、介護保険制度やサービス

内容等周知を図ることができた。 

●介護人材確保のため介護職場の魅力を

伝えることができた。 

★積極的な情報発信を行うとともに、多様

な手法を組み合わせることにより広報

効果を向上させ、更なる市民への周知を

図る必要がある。 

 

 

介護保険課 

■地域包活支援センターによる相談体制の

強化と支援の充実 

・情報共有を行うことにより、職員のスキル

アップを図った。 

 

 

 

●相談者に対する適切な支援を行うこと

ができた。 

★職員の相談支援技術の向上を図るとと

もに、資格職の確保に引き続き取り組む

必要がある。 

 

 

 

介護保険課 

 

２）職場環境の整備 

具体的施策：雇用の確保の体制づくり 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■大田市無料職業紹介所の開設 

・1４件の職業紹介の相談を受け付けた。 

 

●大田市無料職業紹介所を開設すること

により、雇用の確保の体制づくりが整

い、職業紹介の相談件数が増えてきてい

る。 

 

産業企画課 
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★制度周知を徹底し、求人と求職のマッチ

ングにつなげたい。 

 

具体的施策：企業における取組みの促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■男女雇用機会均等法の周知・啓発 

・石見大田公共職業安定所との共催による

「公正採用選考推進セミナー」におい

て、参加企業に対して説明を行った。 

（8/23開催）参加企業 24社（25名） 

・関連するパンフレット等を設置した。 

 

 

 

・窓口に男女雇用機会均等に関するパンフ

レットを掲示し、周知を行った。 

 

 

●セミナーにおいて女性参画に関連する

制度の周知を図り、啓発活動に取り組ん

だ。 

●窓口にパンフレット等を設置、市民に向

けて周知を図った。 

★引き続き、関係機関や関係部署と連携

し、意識向上に努める。 

 

●意識啓発につながったと見込まれる。 

★周知の方法の検討を行う。 

 

 

人権推進課 

 

 

 

 

 

 

 

産業企画課 

 

 

■企業のポジティブ・アクション（積極的

改善措置）の普及啓発 

・働きやすい職場環境づくりに関してのチラ

シ・ポスターを掲示し、周知を行った。 

 

 

●意識啓発につながったと見込まれる。 

★周知の方法の検討を行う。 

 

 

 

産業企画課 

 

■女性活躍推進法に関する情報発信 

・県が主催する、セミナー・説明会に関して

の周知を行った。 

 

 

●意識啓発につながったと見込まれる。 

★周知の方法の検討を行う。 

 

産業企画課 

具体的施策：男女がともに安心して働き続けるための環境整備 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■母性保護に関する法律の遵守と理解促進 

・妊娠届出時、働いている妊婦に対し「母性

健康管理指導事項連絡カード」の周知をし

た。 

・事業主への母性保護に関する法律遵守の文

書送付（3件）を行った。 

 

 

 

・実施なし 

 

 

●事業主への送付を希望する人は少ない

が、妊娠届出時、働く妊婦に周知を図る

ことができている。 

★職場によっては、法律遵守が十分でな

く、妊娠、出産による退職が発生してい

るため、マタニティハラスメントの防止

等について職場への啓発が必要。 

 

★周知の方法の検討を行う。 

 

 

 

子ども家庭

支援課 

 

 

 

 

 

 

産業企画課 

■男性の育児休暇取得に向けた取組み 【再

掲】 

・次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推

進法に基づく特定事業主行動計画を統合

し、新特定事業主行動計画を策定した。 

・令和 4年度実績 

男性職員の配偶者出産休暇取得率： 

50.0％ 

 男性職員の育児休業取得率：28.6％ 

 

 

●育児休業など休暇を取得しやすい職場

づくりにむけ、制度の周知、上司からの

働きかけや取得者からの情報発信を行

ったことで男性職員の育児休業取得者

が増加した。 

★今後も継続的な発信が必要。 

 

 

 

人事課 

 

 

 

 

 

 



24 

 

 男性職員の育児参加休暇取得率：14.3％ 

 

・育児休業に関する法制度についての説明

会・相談会のチラシを窓口に掲示し、周知

を行った。 

 

 

 

●意識啓発につながったと見込まれる。 

★周知の方法の検討を行う。 

 

 

産業企画課 

具体的施策：あらゆるハラスメントの防止 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■関係機関と連携したあらゆるハラスメン

ト防止についての周知・意識啓発 

・ハラスメント防止研修を開催。 

R４年実績 

  ハラスメント動画研修の実施 

 実施期間：（1/10～2/28） 

 

 

 

・石見大田公共職業安定所との共催により

「公正採用選考推進セミナー」を開催した

（8/23開催）参加企業 24社、25名 

・関連するパンフレット等を設置。 

・啓発ビデオ、ＤＶＤ、図書の貸出。 

 

 

・セクシュアルハラスメント・パワーハラス

メント防止に関するパンフレット等を掲

示し、周知を行った。 

 

 

 

●ハラスメントについて、法律での定義な

ど正しい知識を学び、その防止に向けた

周知・啓発を行った。 

★動画視聴としたため視聴しているのか

どうか不明な部分も多く、今後は対面研

修も含めた研修方法の検討が必要。 

 

●セミナーにおいて職場における様々な

ハラスメントについて周知を図り、事業

所に対し啓発活動を行うことができた。 

●人権意識の向上につながった。 

★引き続き積極的な啓発活動に取り組み、

意識の向上を図る。 

 

●意識啓発につながったと見込まれる。 

★周知の方法の検討を行う。 

 

 

 

人事課 

 

 

 

 

 

 

人権推進課 

おおだふれ

あい会館 

 

 

 

 

産業企画課 

 

重点目標４ 地域・農山漁村等における男女共同参画の推進 

 

１）農林水産業・自営商工業等における女性の地位の向上 

具体的施策：固定的な性別役割分担意識の払拭のための啓発促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■農林水産業・自営商工業等に従事する女性

の地位向上に向けた意識啓発のための研修

会の開催 

・実施なし。 

 

・実施なし。 

 

 

 

★企業訪問の際に実施を検討する。 

 

★引き続き、農業の機械化・高性能化によ

り、女性による農業機械オペレーター養

成会等の実施が必要。 

 

 

 

産業企画課 

 

農林水産課 

 

 

具体的施策：農林水産業・自営商工業等における女性の参画促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■関係機関と連携し、女性の参画促進のた

めの意識啓発のための研修会の開催 
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・実施なし。 

 

・実施なし。 

★女性による起業の促進を図りたい。 

 

★農林水産業においても、引き続き女性参

画組織の取組についての意識づくりが

必要。 

 

産業企画課 

 

農林水産課 

 

■農林水産業・自営商工業等の各種審議会

等への女性の参画促進 

・実績なし。 

 

 

・実績なし 

 

 

 

★女性の参画に向けての取組を検討した

い。 

 

★引き続き、専門家の派遣等により、女性

の技術向上を図ることが必要。 

 

 

 

産業企画課 

 

 

農林水産課 

 

■集落営農組織等への女性の参画促進 

・実績なし。 

 

★引き続き、研修会の開催等により、集落

営農組織で女性が参画しやすい環境づ

くりや機運醸成につなげていくことが

必要。 

 

 

農林水産課 

 

■農業委員への女性登用等の促進 

・現委員 45名（農業委員 17 名、農地利

用最適化推進委員 28名）のうち、女性

農業委員 2名（4.4％） 

令和３年２月改選による 

（任期：令和 6年 1月末まで） 

 

●県内の女性委員で構成する「しまね農業

委員会女性協議会」の会員として総会及

び研修会に参加。他市町村の女性委員と

意見交換等の交流を図っている。 

★令和 6 年２月の改選に向け、女性委員

増の取り組みが必要だが、男女を問わず

候補者が少ない状況が予想され、厳しい

状況である。 

 

 

農業委員会 

具体的施策：女性の経済的地位の向上 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■農林水産業の女性技術者や担い手の育成 

・実績なし。 

 

★引き続き、農業の女性技術者や担い手を

目指す人材の育成に取り組むことが必

要。 

 

 

農林水産課 

 

２）防災分野における男女共同参画の推進 

具体的施策：防災対策における男女共同参画の意識啓発 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■災害発生時に備え、女性や要配慮者に配

慮・支援する体制を整備 

・女性に対し、生理用品の備蓄品を整備。 

・幼児、高齢者に対し、おかゆ、アレルギ

ー対応非常食を整備。 

 

 

 

●避難所等での過ごしやすい環境を整備

できている。 

★個別スペース確保のための資器材につ

いて、コストの問題で十分な量を確保で

きていない。協定等による調達も検討す

 

 

危機管理課 
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る。 

具体的施策：自主防災組織等への女性の参画促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■自主防災組織等において役割に応じて編

成される各班への女性の参画促進 

・各自主防災会による防災訓練及び講習会

の開催。 

 

 

 

●防災訓練等に参加し体験することで女

性の参画を促進した。 

★各種訓練等への参加率は高いが、自主防

災組織の女性班員率は依然低い。 

★女性リーダーの育成も必要。 

 

 

 

危機管理課 

■避難所運営において、女性が参画できる

体制の整備 

・マニュアルにおいて女性参画の重要性を

記載している。 

 

 

 

★大規模な災害による避難所運営の機会

がなかったため、効果を判定する事例な

し。 

★民生委員、保健師等が参加する体制確立

が必要である。 

 

 

 

危機管理課 

 

３）だれもが安心して暮らせる環境の整備 

具体的施策：子育て支援の充実 【再掲】 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

※仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）の理解と定着と同じ 

  

具体的施策：高齢者の社会参画の促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■地域介護予防活動支援事業への積極的参

加の推進 

・高齢者通いの場づくり事業、大田市社会

福祉協議会を通じたサロン活動支援によ

り介護予防活動への参加促進を行った。 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のため

の活動休止等の期間も安否確認等の声か

けが行われた。 

 

 

●閉じこもりがちな高齢者の交流機会の

確保、心身機能の維持向上を図るとと

もに、スタッフの生きがいづくりにつ

なげることができた。 

★市内全域での生活支援体制整備事業の

実施により、地域づくり、居場所づく

りの機会の拡大を図りたい。 

 

 

 

介護保険課 

 

 

■介護予防教室の実施と男性の積極的参加

の推進 

・地区の集会所等において、住民を対象と

した介護予防教室を実施した。 

 

 

 

●介護予防や認知症に関する啓発を行う

ことができた。 

★男性の参加促進も考慮した内容の工夫

も検討する必要がある。 

 

 

 

介護保険課 

■高齢者の持つ豊かな経験と知識・技術を

活かせる活動の推進 
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・学社連携・融合の各種事業（放課後子ど

も教室、地域学校協働本部事業、ふるさ

と教育推進事業等）の中で、特に高齢者

のもつ豊かな経験と知識・技能を活かせ

るよう努めており、地域講師やボランテ

ィアとして年間を通じ、参画している。 

 

●地域講師やボランティアとして参画す

ることや、地域での世代間交流に参加

することで、地域に貢献しているとい

う意識が、自身の生きがいともなる。 

★生涯学習によって培われた知識・技能

を活かして地域に還元できるよう機会

を提供する必要がある。 

 

社会教育課 

具体的施策：介護サービスの充実 【再掲】 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

※仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）の理解と定着と同じ 

 

  

具体的施策：障がい福祉サービスの充実 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■障がい福祉サービスの周知 

・障がい者福祉のしおり「べんり帳」やホ

ームページ、広報紙への情報掲載 

 

●障がい福祉サービスの周知、相談支援体

制の充実により、障がい者の自立及び社

会参加を推進するとともに、介護者の負

担軽減が図れている。 

★大田市障がい者福祉計画に沿った取り

組みを展開している。計画目標数値を下

回る結果も出ているため、ニーズに応じ

たサービス提供ができる環境整備など

に努める必要がある。 

 

 

地域福祉課 

■相談体制の強化と支援の充実 

・相談支援専門員を 7名配置 

・相談支援事業委託 2事業所 

 

 

●障がい福祉サービスの周知、相談支援体

制の充実により、障がい者の自立及び社

会参加を推進するとともに、介護者の負

担軽減が図れている。 

★大田市障がい者福祉計画に沿った取り

組みを展開している。計画目標数値を下

回る結果も出ているため、ニーズに応じ

たサービス提供ができる環境整備など

に努める必要がある。 

 

 

地域福祉課 

■障がい児支援サービスの充実 

・主な障がい児支援サービス 

 児童発達支援、放課後等デイサービス 

・障がい児相談支援事業委託 ２事業所 

 

●障がい福祉サービスの周知、相談支援体

制の充実により、障がい者の自立及び社

会参加を推進するとともに、介護者の負

担軽減が図れている。 

★大田市障がい者福祉計画に沿った取り

組みを展開している。計画目標数値を下

回る結果も出ているため、ニーズに応じ

たサービス提供ができる環境整備など

に努める必要がある。 

 

地域福祉課 
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具体的施策：外国人相談窓口の開設 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■公益財団法人しまね国際センター内に開

設されている外国人相談窓口の周知 

・ホームページへ掲載をした。 

・転入された外国人に対して周知用のカー

ドの交付をした。 

 

 

 

★様々な手段を用いて、相談窓口の周知を

図る必要がある。 

 

 

 

総務部総務

課 

 

■日本語教室のボランティアグループや関

係機関と連携し相談体制の強化を図る 

・ボランティアグループと連携を図り、市

内在住の外国人の相談対応を行った。 

・外国語で書かれた日本の法制度、相談窓

口についてのチラシを窓口に設置。 

 

 

 

・日本語教室のボランティアグループや関

係機関で構成する大田市日本語指導検討

委員会を年４回開催し、日本語指導や校

内体制に関することについて協議を行っ

た。 

・日本語指導が必要な児童を支える体制を

整備した。 

 

 

●生活相談や情報交換の場を設けること

ができた。 

★日本語教室のボランティアの確保、在住

外国人への周知が必要。 

★在住外国人増加に伴い、関係機関と連携

し、積極的な取組が必要。 

 

●日本語指導が必要な児童が安心して学

校生活を送るための体制づくりや、日本

語指導方法について様々な立場からの

意見を出し合ったり情報を共有したり

できた。 

★学校及び子どもの実情に応じた支援が

できる人的配置、人材確保と役割を明確

にする。 

★学校での日本語指導が必要な児童生徒

を支える体制整備と構築が必要。 

 

 

 

人権推進課 

おおだふれ

あい会館 

 

 

 

 

学校教育課 
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基本目標Ⅲ 個人の尊厳の確立 

 

重点目標５ 男女間におけるあらゆる暴力の根絶 

 

１） 配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進 

具体的施策：市民への意識啓発 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■広報等を活用した人権意識を高めるため

の学習・研修の機会の提供 

・毎月の広報紙において、人権推進課から

の人権意識啓発用ページ「きずな」を確

保した。 

・おおだふれあい会館やしまね女性センタ

ー等の各種催し物を、適時広報紙やホー

ムページ等を活用し情報提供に努めた。 

 

 

 

 

・ホームページや広報紙を活用し、関連す

るイベント等について情報提供を行っ

た。 

 

 

●毎月広報紙の中に人権に関わるページ

を確保することで、市民の方に継続して

読んでもらえることができた。 

●人権に関わる各種催し物を様々な媒体

を通じて提供することで、より市民の目

に触れることができた。 

★両取り組みとも継続し実施していくこ

とで、より市民への意識啓発への効果が

期待される。 

 

●関連するイベント等について、さまざま

な媒体を活用して周知することができ

た。 

★引き続きサポーターや関係機関と連携

し、さまざまな場面を活用して啓発活動

に取り組む。 

★一人ひとりの身近な問題として捉えて

もらえるよう啓発活動の工夫と充実が

必要。 

 

 

 

政策企画課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権推進課 

■「女性に対する暴力をなくす運動」、「女

性の人権ホットライン」などの周知と広報

活動 

・ホームページ、音声告知放送において告

知。 

・DV および性暴力防止のチラシを関係機

関へ配布。 

・パープルリボンの着用。 

 

・11 月の「女性に対する暴力をなくす運

動」期間に併せてチラシやリーフレット

の配布を行った 

 

 

 

●市民に向け、周知することができた。 

★関係機関、関係部署と連携し、あらゆる

機会をとらえ、継続的・積極的に啓発活

動に取り組む。 

 

 

●関係機関を通じて、「女性に対する暴力

をなくす運動」について住民向けに情報

提供ができた。 

★引き続きあらゆる機会を活用して、女性

に対する暴力や女性の人権に関する啓

発活動、情報発信に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

人権推進課 

おおだふれあ

い会館 

 

 

 

子ども家庭支

援課 
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具体的施策：女性相談窓口の周知及び支援体制の強化 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■女性に対する暴力等の人権侵害に関する

相談窓口の周知及び関係機関との連絡体制

の強化 

・市庁舎１F 女性トイレ及び１F ロビー、

ふれあい会館女子トイレに相談窓口の案

内カードを配置。 

・ホームページ上において周知した。 

 

・女性相談センター・西部分室と年１回情

報共有を行っている。 

 

 

 

●相談窓口や各種制度等について周知を

図ることができた。 

 

 

 

●日頃より顔の見える関係ができており、

女性からの相談時には速やかに連携を

図ることができている。 

★引き続き関係機関との定期的な情報共

有の場を設定する。 

★窓口周知については継続して行う必要

がある。 

 

 

 

 

人権推進課 

おおだふれあ

い会館 

 

 

子ども家庭支

援課 

■「大田市女性・児童・高齢者に対する暴

力・虐待対策庁内連絡会」の開催 

・R5年 1月に庁内連絡会実施（17課すべ

て出席） 

・庁内連絡体制の確認 

・女性相談支援と関係機関との連携につい

て（講義） 

・支援措置と各担当窓口の対応について 

●庁内連携体制を再確認し、暴力事案発生

時の対応について情報共有できた。 

●支援措置の基本的知識と各担当窓口の

現状と課題を共有し、より安全な運用と

なるための情報交換ができた。 

★担当者が変わっても適切な対応ができ

るよう、年１回の連絡会を継続開催する

必要がある。 

 

子ども家庭支

援課 

■ひとり親家庭への援助体制の強化【再掲】 

・母子父子相談員１名配置 

 ひとり親家庭のさまざまな相談（就労支

援、経済的な相談など）に対応するため、

母子父子自立支援員を１名配置。 

 

・小中学校における就学援助事業の実施。 

 

 

●年間相談件数 381件 

★相談範囲が年々広がっているが、今後も

継続して人員を配置する。 

 

 

●就学援助事業により保護者の経済負担

を軽減。 

★今後も継続する。 

 

 

子ども保育課 

 

 

 

 

教育部総務課 

具体的施策：子どもへの暴力・虐待を防ぐ取組み 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■「児童虐待防止法」についての周知 

・関連するパンフレットを窓口に設置、周

知を図った。 

 

・市内保育園、幼稚園、小学校、中学校、高

校、児童クラブを通じて児童虐待の通告

義務についての周知チラシを配布した。

（約 2000部） 

 

★関係部署、関係機関と連携し啓発活動に

取り組む。 

 

●関係機関を通じて、保護者に対して法の

周知を実施できた。 

●関係機関に対して、研修会を通じて、児

童虐待防止に関する情報提供を行い、早

 

人権推進課 

 

 

子ども家庭支

援課 
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・街頭キャンペーンは新型コロナウイルス

感染症のため中止とし、虐待防止のチラ

シを市内保育園を通じ 1000部配布。ま

た、図書館でのパネル展示を実施。 

・保育園・幼稚園・小中学校教職員対象の研

修や民生委員対象の研修を行った。 

 

期対応・支援について周知できた。 

★あらゆる場面を活用し、積極的な啓発活

動、情報発信に努める。 

★現場での早期発見早期対応への啓発等

は継続して行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

■子どもへの暴力・虐待に関する相談体制

の充実と窓口の周知 

・令和４年２月から子ども家庭総合支援拠

点を立ち上げ、児童虐待等に係る専門的

な相談体制を整えた。 

・相談内容に応じた関係機関へのつなぎ、

対応、個別ケース会議を実施。 

 

 

 

 

 

 

・関連するパンフレットを窓口に設置、周

知を図った。 

 

 

●虐待に関する情報が入れば、関係機関

（医療・福祉・教育等）との横断的な連

携を図り対応する体制となった。 

●相談内容に応じた関係機関へのつなぎ、

対応、個別ケース会議等を実施し、虐待

への対応ができている。 

★休日、夜間や緊急時の窓口体制では不十

分な面がある。 

★「１８９」等の相談ダイヤルも併せて周

知していく。 

 

★関係部署、関係機関と連携し啓発活動に

取り組む。 

 

 

 

子ども家庭支

援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権推進課 

■関係機関との連絡体制を強化し、虐待の

早期発見・早期対応に努める 

・「母子保健対策における児童虐待予防対

応マニュアル」に基づき、母子健康包括

支援センターと子ども家庭相談支援拠点

が連携を図りながら、妊娠期から児童虐

待の早期発見・早期支援に努めている。 

・青少年育成市民会議や子ども・若者支援

地域協議会との共催で「アンガーマネジ

メントで子どもとのよりよい関係づく

り」と題し講演会を開催。 

 

 

 

●必要なケースについては、タイムリーに

関係機関と連携を図り、ケース会議を開

催するなどして虐待への対応を行った。 

★対応が困難なケース（背景が複雑、長期

介入を要する、課題の複合化など）が増

加しており、より専門的な対応が求めら

れている。 

 

 

 

子ども家庭支

援課 

 

 

 

 

 

 

 

■小・中学校での思春期・赤ちゃんふれあ

い交流学習事業の実施 

・大田市社会教育推進センター、市内小・中

学校と連携を図り実施した。 

・実施校 3校 

新型コロナウイルス感染症予防に留意

し、1 回あたり、児童数 20 人程度を対

象に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●大田市社会教育推進センター及び校長

会を通じて小・中学校と連携し、事業の

継続の必要性についての共通認識を図

り、地域で子どもを見守り育むネットワ

ークの体制づくりを行うことができた。 

●児童・生徒が乳児とのふれあいを通し、

自身や他者の命の大切さに気づき、どの

ように成長していきたいかを考える機

会を持つことができた。 

★乳児とふれあう機会が減少し、子育てに

不安を抱く親が多くいるため、思春期に

小さな子どもとふれあう機会が今後も

必要である。 

 

 

子ども家庭支

援課 
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★引き続き、社会教育推進センター、学校、

地域、行政等が協働し、子育てネットワ

ークづくりの視点で取り組むことが必

要である。 

★新型コロナウイルス感染予防のため、感

染状況に合わせた実施が必要。染状況に

合わせた実施が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点目標６ 健康づくりの推進 

 

1）生涯を通じた健康づくりの推進 

具体的施策：生涯を通じた男女の健康支援と意識啓発 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■身近な地域において健康づくりを進める

「健康づくり推進事業」の推進 

・市内 10 地区の健康づくり推進協議会等は

廃止され、まちづくり定住課へ事業を統合。

引き続き健康づくり活動を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和４年度から健康づくり推進事業の助成

は廃止。まちづくりセンターにおいて、地域

課題解決として必要であれば健康づくり活

動を実施。 

 

 

●地域が主体的に健康づくりに取り組

める環境づくりができ、依頼に応じ

て、市の保健師・栄養士が健康教育や

講話に出かけている。 

●取組実施の時期や内容等、運営を地域

の実情に合わせ企画し、効率的に実施

することができている。 

★新型コロナウイルス感染症による活

動の自粛も少しずつ落ち着き、地域の

実情に合わせ事業実施時期、対象者

数、内容など企画・運営について、感

染対策を講じたうえで効果的な健康

づくり活動ができた。 

 

●健康づくりの一環として交流の場を

つくり、地域住民の心身の健康を育む

ことができた。 

★集う場があることで身体だけでなく

心の健康にもつながりよかった。 

 

 

 

健康増進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくり定

住課 

■特定健康診査、特定保健指導、健康教育、健

康相談、家庭訪問の実施 

＜特定健診＞ 

・実施期間：令和 4年６月～7月（集団健診） 

      令和 4年６月～12月（個別健診） 

・対象者：大田市国民健康保険被保険者、島根

県後期高齢者医療被保険者、生活保

護世帯員。 

・実施方法：特定健診実施医療機関及び島根県

厚生農業協同組合連合会で委託に

て実施。 

＜特定保健指導＞ 

・特定健診の結果、積極的支援及び動機付け支

 

 

●１年に１回自身の健康状態を振り返

る機会となっている。 

●生活習慣病またはその危険因子を早

期に発見し、栄養や運動等の生活指導

や適切な治療に結びつけることによ

り、健康の保持・増進につながってい

る。 

★全体的にみて、年齢別にみると５０歳

代までの若年層の受診率が低い。 

★より多くの対象者が健診を受けるよ

うに、実施方法や啓発方法を検討して

 

 

健康増進課 
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援対象者へ案内を送付。 

・市保健師による指導を実施。 

いく必要がある。 

★AIによる勧奨ハガキの送付や、みなし

健診等を引き続き行い、受診率向上と

費用対効果など検討していく。 

★特定保健指導について、引き続き利用

勧奨をしていくとともに、未利用者へ

の状況確認も訪問等を通して実施し

ていく必要がある。 

 

■がん検診事業による、がんの早期発見と正し

い知識の普及啓発 

・特定保健指導、健康教育、健康相談、事業所

健診など各種健（検）診と連携し、がん検診

の必要性やがんの早期発見のための啓発を

実施した。 

・乳がん検診節目年齢の方を対象に、無料クー

ポン券を送付した。 

・乳がん検診受診意向調査を実施し、一人でも

多くの対象者が受診につながるよう啓発を

実施した。 

・乳がん検診の市外実施医療機関を 1 カ所増

やし、受診しやすい体制整備を行った。 

 

 

●大腸がん、乳がん検診は、前年度と比

べ、受診率はやや上昇した。 

●乳がん検診については、受診意向調査

に一定の効果があり、住民への検診受

診の動機づけとなった。 

★市の検診だけではなく、職場や医療機

関で受診をした方の数が把握できな

いのが現状。 

★引き続き、適切な検診間隔での受診が

できるよう通知方法の工夫を凝らし、

啓発を実施し、健診を受診しやすい体

制の整備を図る必要がある。 

 

 

 

健康増進課 

具体的施策：健康の保持増進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■高齢者体力アップ事業、介護予防教室等の実施 

・高齢者向けマシントレーニングによる体力

アップ事業、住民を対象とした介護予防教室

を実施した。 

 

 

●運動機能の維持・向上、介護予防や認

知症に関する啓発を行うことができ

た。 

★介護予防の必要性や効果の周知を継

続して行う必要がある。 

★介護予防教室は地区によって開催希

望の頻度が異なる。また、庁内各部署

の関与にも差があることから、庁内で

の情報共有を図り、統一的な対応を検

討する必要がある。 

 

 

介護保険課 

■公民館事業においてスポーツ教室や健康に

関する活動を推進 

・実施無し（令和 3年度末公民館廃止） 

  

 

社会教育課 

 

 

２）妊娠・出産等に関する健康支援 

具体的施策：妊娠出産に関する支援 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■母子保健手帳交付時の健康指導や「子育て

ガイド」の配布 
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・妊娠届出時妊婦面接で子育てガイドを用い、

妊娠・出産に関する制度、妊婦健診等の説明

を実施。 

●すべての妊婦に面接を行い、妊娠中の健

康管理、必要な制度の説明を行うことが

できた。 

●妊婦アンケートを実施し、妊娠、出産、

育児に関する不安等支援の必要な妊婦

に早期に対応することができた。 

★今後も妊娠届出時の全数面接を継続し、

妊娠中からの切れ目のない支援を実施

する。 

 

子ども家庭

支援課 

■妊産婦面接、乳幼児相談、乳幼児健診、予防

接種、離乳食教委室等の実施 【再掲】 

・妊娠届出時の妊婦面接、新生児訪問を年間通

して全数実施した。 

・乳幼児相談、乳幼児健診、妊婦乳幼児家庭訪

問、予防接種、離乳食教室等を継続して定期

実施した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大時期には一

時的に事業を中止したが、感染予防に留意し

できる限り事業を実施した。 

 

 

●支援の必要な妊産婦の早期支援につな

がった。 

●乳幼児相談は新型コロナウイルス感染

症の影響で利用者が少ない時期もあっ

たが、新生児の全数訪問により、参加者

が増加し、気軽に相談できる場として周

知されつつある。 

●乳児健診で声かけをすることで、離乳食

教室、育児教室への利用にもつながり、

育児不安の軽減や子育ての孤立化防止

をはかることができた。 

★乳幼児相談、育児教室、離乳食教室の周

知を実施し、相談しやすい体制を継続し

ていく。 

 

 

 

子ども家庭

支援課 

■母子保健推進員による妊婦支援の充実、こん

にちは赤ちゃん訪問事業の実施 【再掲】 

・母子保健推進員による妊婦支援、こんにちは

赤ちゃん訪問事業による家庭訪問、地域での

育児サークルの開催。感染症予防に留意し事

業を行った。 

・地域で子育てをする中で、身近な相談窓口と

して支援を継続して実施。 

 

 

●母子保健推進員研修会を通じて、育児不

安の軽減に関する研修を実施し、妊産婦

に対する支援のスキルアップを行った。 

★妊婦への面談件数は就労妊婦も多く減

少している。 

★妊娠中は就労している妊婦が多く、母子

保健推進員と連絡がとれないことがあ

るが、妊娠中からの関わりが重要であり

支援を継続する。 

 

 

 

子ども家庭

支援課 

■子育ての不安軽減等のための相談支援体制

の充実 【再掲】 

・産後の早期支援に繋げるため、妊娠後期に妊

婦の心身の健康状態、心配事の把握等を行う

「妊娠期からの支援強化」を実施。 

・支援が必要なケースについては、妊娠期から

関係機関と随時情報共有しながら支援を実

施。 

 

 

 

 

 

●R4 年 2 月から子ども家庭総合支援拠

点を立ち上げ、児童虐待等に係る専門的

な相談対応や継続的な支援、関係機関

（医療・福祉・教育等）との横断的な連

携を図る体制となった。 

●相談内容に応じた関係機関へのつなぎ、

対応、個別ケース会議等を実施した。 

●産前・産後の育児不安・負担の軽減を図

ることができた。 

 

 

子ども家庭

支援課 
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★母子健康包括支援センターと子ども家

庭総合支援拠点では双方に相談窓口が

あり、切れ目のない相談体制を整えてい

る。 

★引き続き、育児不安や虐待防止等の早期

発見・早期対応の充実を図って行く必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

重点目標７ 人権尊重の意識の高揚 

 

１）男女平等の視点に立った人権教育の推進 

具体的施策：小・中学校における人権教育の充実 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■人権・同和教育に視点をあてた公開授業

の実施 

・授業公開日に、人権・同和教育に視点を当

てた授業を全学級で公開した。 

・家族での討議を取り入れ、互いの思いを

伝えたり、自己の在り方を振り返ったり

する活動を行った。 

・周辺の小・中学校にも案内を行った。 

 

 

 

 

●学校の取り組みに関して保護者の理解を

促進することができ、保護者の意識啓発に

もつながった。 

●参加した多くの教職員が人権・同和教育に

ついて学ぶことができた。 

●差別の本質を見抜き、対処する方法を考え

る機会となった。 

●身の回りの環境や自分の生活を見つめ、差

別や偏見をなくしていこうとする意欲を

高めることができた。 

★感想を記述してもらうだけでなく、意見交

換の場を設定することや、家庭に帰ってか

らの話題として広めてもらうような工夫

が必要である。 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

■「基本的人権の尊重」について指導する

など意識向上への取組 

・社会科等の授業において「基本的人権の

尊重」について学習した。 

・人権の花活動、人権に関するポスター、標

語、作文、人権集会の実施などの取組を行

った。 

・学校において、人権宣言の発表など幅広

く活動を実施した。 

・障がい者に関する理解教育を実施した。 

・毎学期、人権週間の取り組みを行い、人権

の大切さを理解し、実践に繋げることが

できるよう考えさせたり、指導を行った。 

・朝礼で校長から人権に関わる話をしてい

る。 

・放送委員会が各学級や個人などの良さを

昼の放送で積極的に伝えた。 

 

 

 

●日本国憲法で保障されている基本的人権

について、またそれに関わる様々な取り組

みについて、理解を深めることができた。 

●社会科において、各学年で基本的人権を取

り扱う場面があるが、児童が確実に学ぶよ

うな工夫をした。 

●よい行いをみんなで称賛しようとする意

識を育てる機会となった。 

★今後も人権集会などの取り組みを継続し、

生徒及び教職員の人権意識の高揚に努め

ていく必要がある。 

★意識を実践につなげていくことが課題で

ある。 

 

 

学校教育課 
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■教職員研修の充実 

・校外での研修会へ参加した。 

・各種ハラスメントや性の多様性等に関す

る研修を行った。 

・人権・同和教育や進路保障に関する校内

研修を定期的に実施した。 

・職員会の際、輪番で一人ひとりの教職員

を講師とした研修を実施。 

・講師を招いて「外国にルーツのある児童、

保護者の支援」について、研修を実施し

た。 

 

 

●人権に視点を置いた教育活動を行うこと

ができた。 

●自分たちの行動を振り返るきっかけとな

った。 

●それぞれが主体的に講師となってミニ研

修を行うことで、教職員の意識が確実に向

上してきた。 

●外国にルーツのある子どもや保護者に対

し、学校としてどのような支援をすべきか

考えることができた。 

★校外での研修を報告する機会を設けてい

るが、更に充実させたい。 

★教職員の人権意識を高めていくためには、

様々な人権課題に対する研修を計画的に

行っていく必要がある。 

 

 

学校教育課 

 

 

■まちづくりセンター・学校・保護者等と

連携し、人権・同和教育研修会の開催【再

掲】 

・新型コロナウイルス感染拡大等の状況に

より、各種学校での教職員や保護者向け

の啓発事業の中止が相次ぐなか、大田ま

ちづくりセンターで行った人権研修に幼

児から小学生までの親子の参加で実施で

きた。 

 

 

 

 

 

・人権集会を市内の小中学校や高校に周知

し、来校を促した。 

・まちづくりセンターとは常に連携を持

ち、人権や親学に関わる行事への参加に

ついて、教職員や保護者へ連絡し参加を

促した。 

・周辺の学校、まちづくりセンターや PTA

と連携し、人権研修を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・親学講座を開催することで、保護者に子

育ての捉え直しの機会を提供した。 

・家庭教育支援のための親学講座 

 

 

 

●男女共同参画をテーマにした研修会はな

かったが、人権に関わる様々なテーマ（外

国人、障がい者、新型コロナウイルス感染

症における人権等）で研修会を開催し、改

めて人権や差別に対して考えるきっかけ

となった。 

●地域住民だけではなく、今年は学校から児

童教職員の参加があり良かった。 

★このような取組を全域に広げていく必要

がある。 

 

●地域の方に学校の取組を知ってもらうこ

とができた。 

●学校外の方々と交流することは、学びを深

めることに効果的であった。 

●児童生徒と家族がともに人権について考

えることで、保護者の啓発につながった。 

●地域、保護者と連携することで課題を共有

することができた。 

★PTA や地域の方と協力して、継続的な取

組をする必要がある。 

★まちづくりセンターなどと定期的に連携

を図っていく。 

★活動がマンネリ化しないように、児童生

徒、保護者、学校等のアイデアを活用し、

学校、児童生徒の実態に合った活動を計画

する必要がある。 

 

●親学講座を通じて保護者同士の交流や子

育てへの思いを共有することによって、保

護者同士のつながりや子育てに対する気

 

 

 

まちづくり

定住課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 

 

 



37 

 

7回開催 125人参加 づきを促すことができた。 

★継続実施することで効果の定着を図る。 

★講座内容について、開催希望団体との綿密

な打合せにより、既存のプログラムに縛ら

れない柔軟なプログラムを提供していく。 

 

 

 

 

 

 

 

具体的施策：あらゆる機会をとらえた人権教育の実施 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■広報等を活用した啓発活動 

・毎月の広報紙において、人権推進課から

の人権啓発ページ「きずな」を確保した。 

・おおだふれあい会館や男女共同参画セン

ターあすてらす等の各種催し物を、適時

広報紙やホームページ等を活用し情報提

供に努めた。 

 

 

●毎月の広報紙の中に人権に関わるページ

を確保することで、市民の方に継続して読

んでもらえることができた。 

●人権に関わる各種催し物を様々な媒体を

通じて提供することで、より市民の目に触

れることができた。 

★両取り組みとも継続し実施していくこと

で、より市民への意識啓発への効果が期待

される。 

 

 

政策企画課 

■おおだふれあい会館の教養講座受講者を

対象とした人権・同和問題研修会の開催 

・おおだふれあい会館の教養講座受講者を

対象に、人権・同和問題研修会を開催（人

権を考える市民のつどいと同時開催）。 

開催日：①4/18（参加 130名） 

②6/27（参加 143名） 

③8/22（参加 220名） 

④10/24（参加 193名） 

⑤3/13（参加 110名）全 5回 

 

 

 

●さまざまな角度から人権問題を取り上げ、

講演会や研修会を開催。受講者に対し、問

題提起や意識の向上を図った。 

★継続的な受講について取り組むとともに、

新規受講者の拡大に努める。ニーズに応じ

た講座内容や、周知方法について検討す

る。 

 

 

人権推進課 

おおだふれ

あい会館 

■市民を対象とした「人権を考える市民の

つどい」の開催 

・人権を考える市民のつどい（おおだふれ

あい会館人権・同和問題研修会と同時開

催）を開催。 

開催日：①4/18（参加 130名） 

②6/27（参加 143名） 

③8/22（参加 220名） 

④10/24（参加 193名） 

⑤3/13（参加 110名）全 5回 

 

 

 

●さまざまな角度から人権問題を取り上げ、

講演会や研修会を開催。受講者に対し、問

題提起や意識の向上を図った。 

★継続的な受講について取り組むとともに、

ニーズに応じた研修内容や、周知の方法に

ついて検討する。 

 

 

人権推進課 

おおだふれ

あい会館 

■石見大田公共職業安定所との共催による

「公正採用選考推進セミナー」の開催 

・石見大田公共職業安定所との共催により

「公正採用選考推進セミナー」を開催。

（8/23開催）参加企業 24社（25名） 

 

 

 

●セミナーにおいてさまざまな人権問題に

ついて周知を図り、啓発活動を行うことが

できた。 

★引き続き、啓発活動に取り組み、意識の向

上を図る。 

 

 

 

人権推進課 

産業企画課 
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■まちづくりセンター等において人権･同

和教育講演会、親学講座などの開催【再掲】 

・12会場、15回開催、延 389人参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・親学講座を開催することで、保護者に子

育ての捉え直しの機会を提供した。 

・家庭教育支援のための親学講座 

7回開催 125人参加 

 

 

●男女共同参画をテーマにした研修会はな

かったが、人権に関わる様々なテーマ（外

国人、障がい者、新型コロナウイルス感染

症における人権等）で研修会を開催し、改

めて人権や差別に対して考えるきっかけ

となった。 

●各会場とも、新型コロナウイルス感染症対

策や参加者を増やすための配慮・工夫がな

されていた。 

★引き続き継続実施するとともに、市全域で

の取組が必要である。 

 

●親学講座を通じて保護者同士の交流や子

育てへの思いを共有することによって、保

護者同士のつながりや子育てに対する気

づきを促すことができた。 

★継続実施することで効果の定着を図る。 

★講座内容について、開催希望団体との綿密

な打合せにより、既存のプログラムに縛ら

れない柔軟なプログラムを提供していく。 

 

 

 

まちづくり

定住課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 

 

２）性に関する指導の実施 

具体的施策：学校教育等における性に関する指導の実施 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■教職員の意識向上のための研修 

・ハラスメントに関わる服務研修を実施し

た。 

・講師を招いての性の多様性に関する研修

を行った。 

・問題事象のケース会議を行い、性に関する

指導の大切さを考えた。 

・互いの授業について、情報交換を行った。 

・養護教諭と連携し、指導内容や資料の選定

を進めた。 

 

●研修等を通した教職員の意識や資質の

向上や、性に関する指導に対する共通

理解の促進により、発達段階を考慮し

た指導ができた。 

●性に関する指導が、生命や人格の尊重、

男女平等の精神のもとの自己や他者を

尊重する態度を育むことを、改めて考

えることができた。 

●いろいろな資料を紹介してもらうこと

により、指導の幅が広がった。 

★自分の性に対して、違和感を持ってい

る児童生徒がいることを前提に、指導

を考えることができるようにする必要

がある。 

★児童生徒の実態を踏まえた上で、日頃

から、養護教諭と連携して性に関する

新しい情報を知っておく必要がある。 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

■公開授業や PTA 研修を通し保護者へ周

知・啓発 

・性に関する授業を行った際など、学級だよ

りや保健室だより等で周知し、保護者へ

 

 

●保護者が参加することで、生徒への性

に関する指導を行う上で、効果的な授

 

 

学校教育課 
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の啓発を図った。 

・公開授業において、性に関する授業を各学

年で行った。 

 

業を行うことができた。 

●命の大切さやお互いを大切に思う心な

ど、親子で考えることができた。 

●保護者の中には、公開授業が親子の会

話のきっかけづくりになって良かった

という声があった。 

★各家庭により意識の違いがあるので、

継続して公開授業を行い、PTAの研修

会や個人懇談会などを通じて、周知や

啓発に努める。 

★性の多様性に関することがらについて

も研修し、指導を行っていく。 

★家庭と学校とが連携して子供の成長を

育んでいくために、今後も継続して情

報共有する。 

★保護者の感想や意見を聞く機会を増や

す必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

■性に関する正しい知識について関係機関

と連携した啓発活動 

・実施回数と場所 

  大田高校 9/1～9/2 

  邇摩高校 10/8 

・実施内容：要望のあった学校の文化祭に併

せて、生徒を対象に性教育を行う。 

・相談機関や正しい性の知識について情報

提供を行い、助産師による個別相談を実

施した。 

・新型コロナウイルス感染症対策を講じつ

つ、赤ちゃん人形抱っこ体験や妊婦体験

等を行った。 

 

 

●性に関する展示・クイズ等を通じて、正

しい知識や相談窓口の周知を行った。 

●助産師による小集団を対象とした妊婦

体験を行い、生命の尊さ等を感じても

らう事ができた。 

●月経困難症、不育症、不妊治療等に関す

るパンフレットを渡し、高校生の時か

ら将来を見据えた自分の体づくりにつ

いて啓発できた。 

●性教育と合わせて、生活習慣病予防に

ついての啓発を行った。 

★避妊方法や性感染症について理解でき

ている生徒もいる。クイズを通して、理

解度を図る中で、自分の回答に自信が

持てない生徒もいる。継続して、生徒の

実状、悩みに合わせたリーフレット等

を用いて、正しい知識の啓発をしてい

く必要がある。 

★更に教育機関、医療機関、家庭と連携し

た取り組みが必要である。 

 

 

 

子ども家庭支

援課 

 

３）メディアにおける女性の人権の尊重 

具体的施策：メディアにおける人権尊重のための広報・啓発 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■「男女共同参画推進週間」での重点的な広

報・啓発活動 

・広報誌への関連記事の記載はなかった。 

 

 

 

★しまね女性センター関連のイベントが

ないと広報紙への掲載がない。市独自

 

 

政策企画課 
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・ホームページなど活用し、関連するイベン

ト等について情報提供を行った。 

・ケーブルテレビで「男女共同参画社会を実

現するために」と題して 5 分間の啓発番

組を放映した。 

で啓発記事を作成し、掲載する必要が

ある。 

 

●関係機関と連携し、啓発放送や広報等

を活用した PR活動を行った。 

★継続的に実施することにより、意識の

向上を図る。 

★日常生活の身近な問題として捉えても

らえるよう、啓発活動に取り組む。 

★関係機関やサポーターと連携し、様々

な場面を活用して啓発活動に取り組

む。 

 

 

 

 

人権推進課 

具体的施策：公的刊行物における性差別につながらない表現の促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■広報やホームページへの掲載について表

現方法の精査 

・毎月の広報紙の編集作業や日々のホーム

ページを更新する中で、性差別や誤解を

生むような表現になっていないか等、提

出された原稿を精査した。 

 

 

 

●毎年人権推進課、人事課等が行う職員

研修の成果により、近年各担当課から

提出される原稿で性差別につながるよ

うな表現はない。 

●各担当課と広報・ホームページ担当課

の２課でチェックをしているため、性

差別につながるような表現での記載は

ない。 

★各担当課が直接ホームページを更新す

る場合には、政策企画課はその内容を

把握していないため、ホームページを

適宜確認する必要がある。また、表現等

のチェックをするだけではなく、男女

共同参画が推進されるような働きかけ

を積極的にしていく必要がある。 

 

 

 

政策企画課 
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基本目標Ⅳ 国際的視野に立った男女共同参画の推進 

 

重点目標８ 多文化共生に向けた国際交流の促進 

  

１） 国際理解の推進 

具体的施策：国際的な取組情報の広報 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■世界遺産の情報発信に併せ、「平和と人権

尊重」のユネスコの精神についての情報発信 

・広報やホームページにより、ユネスコの精

神である「平和と人権尊重」の理解、啓発

に取り組んだ。 

 

 

●市が作成するパンフレットや広報等

へ掲載することにより、市民に対し

周知を図ることができた。 

★より深い理解と意識の向上を図るた

め、継続的積極的な啓発活動が必要。 

 

 

 

人権推進課 

 

 

 

 

■男女平等に関する国際的な取り組み等の

情報発信 

・実績なし。 

 

 

 

★他市の活動状況などから取組につい

て考える。 

 

 

 

人権推進課 

 

具体的施策：国際交流事業への女性の積極的参加の促進 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

■韓国文化体験講座等への参加の促進 

・講座開催回数 ２回 

参加者数 20名（うち女性 11名）。 

・韓国と大田市をオンラインでつないだトー

クイベント、及び講演を行った。 

 

●継続的に開催しており、韓国文化に

対する理解に貢献している。 

★これまでの参加者層とは異なるビジ

ネスパーソン層向けの講座を開催し

たが、参加者は少なかった。 

★トークイベントについては、双方向

で会話を楽しむことができるように

少人数で開催した。 

 

 

総務部総務課 

 

 

 

■まちづくりセンター等との共催による国

際文化講座の実施 

・実績なし 

・地域住民に加え、市内在住の外国人（タイ、

フィリピン、中国、ベトナム）の参加予定

であったが中止となる。 

 

 

 

・新型コロナウイルス感染症の影響から数は

多くなかったが、小学生向けの多文化紹介

（久手小４年生）、職員向け多文化研修（長

久小職員）を各１回行った。 

 

 

★まちづくりセンター単独ではなく、

地域の外国人支援団体や個人、おお

だふれあい会館等との連携・協力で

行う事業であり、いかに途切れるこ

となく引き続き研修会を実施するか

が課題である。 

 

●多文化共生理解を進める取り組みと

なった。 

★在住外国人と地域住民の交流、多文

化共生理解の取り組みとして定着さ

せる。 

 

 

まちづくり定住

課 

 

 

 

 

 

総務部総務課 
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■公民館事業や社会教育指導派遣事業によ

る国際交流事業の実施 

・実績なし（令和 3年度末公民館廃止） 

 

 

 

 

 

 

社会教育課 

 

２）在住外国人等への対応 

具体的施策：外国人相談窓口の開設 【再掲】 

実施状況 効果等（●主な効果・★評価・問題点） 所管課 

※だれもが安心して暮らせる環境の整備と

同じ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 
 

資 料 編 
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     大田市男女共同参画推進条例 

 

 

 すべての男女が性別にかかわりなく、個人として尊重され、法の下に平等であることは日

本国憲法に謳われており、男女平等に向けた様々な取り組みが、国内外において進められて

きた。 

 大田市においても男女共同参画計画を策定するなど、様々な施策を推進してきた。 

 しかしながら、大田市において性別による固定的な役割分担意識と、またそれらに基づく

社会通念、慣習、制度は依然として残っている。こうした状況を踏まえ、すべての男女が互

いに尊重し、パートナーと認め合い、その個性と能力を十分に発揮し、あらゆる分野に対等

に参画できる男女共同参画社会の実現が私たちの願いである。 

 ここに私たちは、男女共同参画を推進し、男女の対等なパートナーシップのもと、すべて

の男女が自らの存在に誇りが持て、喜びも責任も分かち合える活力ある大田市を築くために、

この条例を制定する。 

 （目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進について、基本理念を定め、大田市（以下「市」

という。）、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、施策の基本となる事項を定め

ることにより、すべての男女が心豊かに、安心して、生き生きと暮らせる社会の実現を図

ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (１) 男女共同参画 男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ共に責任を担うことをいう。 

 (２) 事業者 市内において営利・非営利、個人・法人を問わず事業を営んでいるものを

いう。 

 (３) 積極的改善措置 第１号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な

範囲内において、男女のいずれか一方に対し、その機会を積極的に提供することをいう。 

 (４) セクシュアル・ハラスメント 相手の意に反した性的な発言や行動のことをいう。 

 （基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が重んぜられ、性別によって差別

的扱いを受けることなく、個人として能力を発揮する機会が確保され、男女の人権が尊重

されるよう行われなければならない。 

２ 男女共同参画の推進においては、性別による固定的な役割分担意識による社会制度又は

慣行が、男女の社会における活動の自由な選択を妨げることがないように配慮されなけれ

ばならない。 

３ 男女共同参画の推進においては、男女が対等な社会の構成員としてあらゆる分野の方針

の立案及び決定の場へ共に参画する機会が確保されなければならない。 

４ 男女共同参画の推進においては、男女が相互の協力と社会の支援の下に、仕事と家事、

育児及び家族の介護又は地域における活動とを両立して行うことができなければならな

い。 

５ 男女共同参画の推進においては、国際社会における取組と密接に関連していることを考

慮して行われなければならない。 
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 （市の責務） 

第４条 市は、男女共同参画の推進を重要課題と位置付け、前条に掲げる基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、施策を総合的かつ計画的に推進する責務を有する。 

２ 市は、男女共同参画の推進のため、政策決定の機会やその他必要な場面において積極的

改善措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 市は、男女共同参画の推進に関する施策の実施に当たっては、市民、事業者、国、県及

び他の地方公共団体と連携し、協力するものとする。 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野において、基本理念にのっ

とり、男女共同参画社会の形成に寄与するよう努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、その事業活動に関し、基本理念に対する理解を深め、男女共同参画の推

進に自ら努めるとともに、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう

に努めなければならない。 

２ 事業者は、労働及び雇用に関連する法律を遵守するとともに、その事業活動において積

極的改善措置などを講ずるよう努めなければならない。 

 （性別による権利侵害の禁止） 

第７条 何人も、家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野において、性による差別的

扱いをしてはならない。 

２ 何人も、家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野においてセクシュアル・ハラス

メントを行ってはならない。 

３ 何人も、夫婦間を含むすべての男女間において、個人の尊厳を踏みにじる暴力や虐待を

行ってはならない。 

 （男女共同参画の推進に関する情報提供） 

第８条 市は、家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野において、すべての男女の尊

厳が平等に守られるような意識を育む学習の機会の提供に努めるとともに、男女共同参画

に対する理解を深めるための情報を収集し、提供するものとする。 

 （情報の表示に関する留意） 

第９条 何人も、情報等の表示において、性別による役割分担又はセクシュアル・ハラスメ

ント等を助長し、連想させる表現を行わないように努めなければならない。 

 （基本計画） 

第１０条 市は、男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために基本とな

る計画（以下「基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は、基本計画を策定しようとするときは、第１５条第１項に規定する大田市男女共

同参画推進委員会に諮問しなければならない。 

３ 市長は、基本計画を定めたときは、速やかにこれを公表しなければならない。 

 （市民及び事業者の理解を深めるための措置） 

第１１条 市は、男女共同参画の推進に対する市民及び事業者の理解が深まるよう広報活動

等適切な措置を講ずるものとする。 

 （男女共同参画推進週間） 

第１２条 市は、市民及び事業者に広く男女共同参画に対する関心と理解を深める施策を行

うとともに、男女共同参画を推進するために男女共同参画推進週間を設ける。 

２ 男女共同参画推進週間は、毎年６月２３日から６月２９日までの１週間とする。 

３ 市は、男女共同参画推進週間の趣旨にふさわしい事業を実施するものとする。 
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 （市民相談等） 

第１３条 市は、性別に基づく差別、人権の侵害等に関する市民の相談に対する助言指導を

行うとともに、関係機関等と連携を図り、解決に努めるものとする。 

 （年次報告） 

第１４条 市長は、毎年、基本計画に基づく施策の推進及び実施状況を公表しなければなら

ない。 

 （男女共同参画推進委員会の設置） 

第１５条 市は、男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査

審議するため、大田市男女共同参画推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 (１) 市長の諮問に応じ、基本計画の策定及び変更に関して、調査審議し、答申すること。 

 (２) 市が実施する男女共同参画の推進に関する施策の実施状況について評価を行うこ

と。 

 (３) その他男女共同参画の推進に関する重要な事項について、市長に意見を述べること。 

 （委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 
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大田市男女共同参画推進委員会規則 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、大田市男女共同参画推進条例（平成１７年大田市条例第１３号）第１

６条の規定に基づき、大田市男女共同参画推進委員会（以下「委員会」という。）の組織及

び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （組織） 

第２条 委員会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の１０分の４未満とならないものとする。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (１) 各種団体の代表 

 (２) 市内事業者の代表 

 (３) 識見を有する者 

 (４) 公募により選考された者 

 （会長及び副会長） 

第３条 委員会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げないものとする。 

２ 補欠により委嘱された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会議） 

第５条 委員会は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

４ 委員会は、必要に応じ、委員以外の者を会議に出席させ、その意見又は説明を聴くこと

ができる。 

 （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、総務部人権推進課において処理する。 

 （その他） 

第７条 この規則に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１９年規則第２７号の２） 

 この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 
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 大田市男女共同参画推進本部設置規程 

 

                          

（設置） 

第１条  大田市男女共同参画推進条例（平成１７年大田市条例第１３号）に基づく、本市

における男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、大田市男女共同

参画推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条  推進本部は、次の事項を所掌する。 

(1) 大田市男女共同参画計画における具体的施策の推進及び大田市男女共同参画計画の

変更、見直しに関すること。 

(2) 男女共同参画に関し、関係する部課等の総合的な連絡調整に関すること。 

(3) 前２号に定めるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事項に関すること。 

 （組織） 

第３条  推進本部は、本部長、副本部長及び委員をもって組織する。 

２ 本部長は副市長をもって充て、推進本部を総括する。 

３ 副本部長は教育長をもって充て、本部長を補佐するとともに、本部長に事故あるとき又

は欠けたときは、その職務を代理する。 

４ 委員は、部長（市立病院にあっては、事務部長。議会事務局長及び教育委員会事務局の

部長を含む。）及び支所長をもって充てる。 

（会議） 

第４条  推進本部の会議は、必要に応じて本部長が招集し、本部長が議長となる。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、関係する職員を推進本部の会議に出席させ、意

見を述べさせることができる。 

（協力体制） 

第５条  本部長は、必要があると認めるときは、関係する部課等の所属長に対し、資料の

提出又は説明を求めることができるものとする。 

２ 前項の規定に基づき、資料の提出又は説明を求められた所属長は、これに積極的に協力

しなければならない。 

（事務局） 

第６条 推進本部の事務局は、総務部人権推進課に置く。 

 （その他） 

第７条  この規程に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が別に定める。 

 

附 則 

 この訓令は、平成１７年１１月３０日から施行する。 

附 則（平成１９年訓令第１０号の５） 

 この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年訓令第７号） 

 この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

    附 則（平成２６年訓令第５号） 

 この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。 
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     各種審議会等女性の参画状況調べ 
    地方自治法（第２０２条の３）に基づく審議会等女性の登用 

                           （令和４年４月１日現在） 

  審 議 会 等 名 
委員総数

（人） 

内女性数

（人） 

女性の 

割合（%） 
任 期 

1 大田市防災会議 34 15 44.1 R3.10.1～R5.9.30 

2 大田市民生委員推薦会 6 1 16.7 R1.10.1～R4.9.30 

3 大田市国民健康保険運営協議会 21 3 14.3 R1.11.1～R4.10.31 

4 大田市介護認定審査会 26 14 53.8 R3.4.1～R5.3.31 

5 大田市環境審議会 14 3 21.4 R3.4.1～R5.3.31 

6 大田市スポーツ推進審議会 10 4 40.0 R4.2.1～R6.1.31 

7 大田市立図書館協議会 8 4 50.0 R4.2.1～R6.1.31 

8 大田市文化財保護審議会 7 3 42.9 R4.2.1～R6.1.31 

9 大田市都市計画審議会 16 3 18.8 R3.2.1～R5.1.31 

10 大田市国民保護協議会 34 15 44.1 R4.4.1～R6.3.31 

11 大田市個人情報保護審査会 5 1 20.0 R2.10.30～R5.10.29 

12 大田市情報公開審査会 5 1 20.0 R2.10.30～R5.10.29 

13 大田市行政不服審査会 5 1 20.0 R2.10.30～R5.10.29 

14 大田市人権尊重のまちづくり審議会 20 7 35.0 R2.8.1～R4.7.31 

15 大田市男女共同参画推進委員会 10 6 60.0 R2.7.1～R4.6.30 

16 大田市予防接種健康被害調査委員会 7 0 0.0 R3.12.5～R5.12.4 

17 大田市子ども子育て支援推進会議 14 6 42.9 R4.3.1～R6.2.29 

18 大田市水道水源保護審議会 8 0 0.0 R4.4.1～R6.3.31 

19 大田市働く女性の家運営委員会 10 4 40.0 R4.4.20～R6.4.19 

20 大田市空家等対策協議会 11 1 9.1 R4.4.1～R6.3.31 

21 大田市いじめ問題対策連絡協議会 14 5 35.7 R2.8.1～R4.7.31 

22 大田市いじめ問題対応専門家会議 6 2 33.3 R3.3.1～R6.2.29 

23 大田市伝統的建造物群保存地区保存審議会 11 3 27.3 R2.7.1～R4.6.30 

24 石見銀山景観保全審議会 12 5 41.7 R4.4.1～R6.3.31 

 合  計 314 107 34.1  
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その他目標の対象とする審議会等女性の登用 

 

                            （令和４年４月１日現在） 

  審 議 会 等 名 
委員総数

（人） 

内女性

数（人） 

女性の 

割合（%） 
任 期 

25 大田市総合計画・総合戦略等推進会

議 

12 6 50.0 R3.7.15～R5.3.31 

26 
大田市生涯現役いぶし銀が支えるま

ちづくり推進協議会 
15 1 6.7 R3.4.1～R6.3.31 

27 大田市老人ホーム入所判定委員会 5 0 0.0 R4.4.1～R6.3.31 

28 大田市地域ケア会議 11 5 45.5 R4.4.1～R5.3.31 

29 

 

大田市保健対策推進協議会 15 3 20.0 R3.4.1～R5.3.31 

30 大田市母子保健推進員会議 28 28 

 

100.0 R3.4.1～R5.3.31 

31 

 

大田市要保護児童対策地域協議会代表者会議 19 6 31.6 R4.4.1～R6.3.31 

32 大田市要保護児童対策地域協議会庁内会議 12 2 16.7 R4.4.1～R6.3.31 

33 大田市要保護児童対策地域協議会実務者会議 22 16 72.7 R4.4.1～R6.3.31 

34 

34 

大田市生活環境問題連絡協議会 13 

13 

3 23.1 R4.4.1～R6.3.31 

35 大田人・農地プラン検討会 

 

10 5 50.0 R4.4.1～R6.3.31 

36 大田市営住宅等入居者選考委員会 5 3 60.0 R4.2.1～R6.1.31 

37 大田市立病院運営評価委員会 7 1 14.3 なし 

38 大田市立病院初期臨床研修管理委員

会 

35 2 

 

5.7 

 

R4.4.1～R6.3.31 

39 大田市就学支援委員会 14 5 35.7 委嘱日より２年 

40 石見銀山遺跡整備検討委員会 10 2 20.0 R4.4.1～R6.3.31 

41 大田市文化財保存活用地域計画策定委員会 12 2 16.7 R2.10.13～計画終了迄 

42 大田市山村留学推進協議会 16 3 18.8 R4.4.1～R6.3.31 

KH29ar 

Ka 

aka 

43 おおだ教育魅力化推進会議 14 2 14.3 R4.4.1～R6.3.31 

KH29ar 

Ka 

aka 

 合  計 275 95 34.5  
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地方自治法（第１８０条の５）に基づく委員会 

 

                            （令和４年４月１日現在） 

  委 員 会 名 
委員総数

（人） 

内女性数

（人） 

女性の 

割合（%） 
任 期 

44 大田市教育委員会 5 2 40.0 委嘱日より４年 

45 大田市選挙管理委員会 4 2 50.0 R3.12.16～R7.12.15 

46 大田市公平委員会 3 1 33.3 委嘱日より４年 

47 大田市監査委員 2 0 0.0 委嘱日より４年 

48 大田市農業委員会 17 2 11.8 R3.2.1～R6.1.31 

49 大田市固定資産評価審査委員会 3 0 0.0 R2.11.30～R5.11.29 

 合  計 34 7 20.6  
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（令和２年４月１日付けで審議会等を見直し、平成３１年度分から修正しています。） 

31.20%

31.60%

31.50%

28.60%

27.10%

28.40%

29.60%

33.50%

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

30.00%

35.00%

40.00%

45.00%

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

市の審議会等への女性の参画率

市の審議会等への女性の参画率 目標

3

4

3

4

5

7

5 5

0

1

2

3

4

5

6

7

8

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

女性の参画がない審議会等の数

女性の参画がない審議会等の数 目標



職場環境の整備

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の理解促進と定着

農林水産業・自営商工業等における女性の地位の向上

男女共同参画社会に向けた意識の改革

男女平等に関する教育・学習の推進

政策・方針決定過程への参画推進

女性の人材育成

各種機関、団体、企業等への女性の参画の促進

Ⅰ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の形成 1 地域における慣行の見直しと意識の改革

1）

2）

3）

Ⅱ
男性も女性もあらゆる分野で活躍できる社会の実現
(女性活躍推進法）

3 職場・家庭・地域活動における男女共同参画の推進

1)

2)

2 政策・方針決定過程における男女共同参画の推進

1)

2)

4 地域・農山漁村等における男女共同参画の推進

1)

3)

2)

3)

Ⅲ 個人の尊厳の確立

7 人権尊重の意識の高揚

2)

5 男女間におけるあらゆる暴力の根絶

3)

2)

1)

Ⅳ 国際的視野に立った男女共同参画の推進 8 多文化共生に向けた国際交流の促進

1)

2)

男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し

 大田市男女共同参画計画の体系

だれもが安心して暮らせる環境の整備

防災分野における男女共同参画の推進

在住外国人等への対応

6 健康づくりの推進

1) 生涯を通じた健康づくりの推進

1) 男女平等の視点に立った人権教育の推進

国際理解の推進

妊娠・出産等に関する健康支援

メディアにおける女性の人権の尊重

性に関する指導の実施

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進

基 本 目 標 重 点 目 標 具 体 的 施 策

    52


